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資料 1 開催記録 
第 1 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 4 ⽉ 9 ⽇（⽕）午後 6 時〜8 時 
会議室： 早⼤ 3 号館 8 階 810 教室 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿 広計，⼭本 渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）⽵内 啓，⾨間⼀夫，櫨 浩⼀ 
（陪席）⾚平昌⽂，⻄郷 浩 
議題 
1 臨時委員会の設置について 
1.1 ⽇本統計学会声明の趣旨説明 
1.2 臨時委員会の構成について 
2 ⽇本統計学会春季集会における特別セッションについて 
3 検討課題の整理 
4 その他 
4.1 とりまとめ⽅針 
4.2 今後の予定 
資料  
(資料 1) ⽇本統計学会声明 
(資料 2) ⽇本統計学会臨時委員会細則・代議員会連絡 
(資料 3) ⽇本統計学会春季集会資料（その１）⻄郷理事⻑ 
(資料 4) ⽇本統計学会春季集会資料（その２）⾈岡・美添（プレゼンテーションスライド） 
(資料 5) ⽇本統計学会春季集会資料（その３）⾈岡 (WebRonza) 
(資料 6) ⽇本統計学会春季集会資料（その４）美添（ローテーションサンプリングについて） 
(資料 7) 渋⾕正昭会員から学会会⻑あての意⾒ 
(資料 8) 厚⽣労働省特別監察委員会報告書および概要 
(資料 9) 総務省「基幹統計の点検及び今後の対応について」 
(資料 10) 公的統計に関する臨時委員会において確認し議論する事項（⾈岡案） 
 

第 2 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 4 ⽉ 17 ⽇（⽔）午後 2 時 30 分〜6 時 30 分 
会議室： ⻘⼭学院⼤学 8 号館 6 階経営学部 GB 研セミナールーム 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿 広計，⼭本 渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）⽵内 啓，⾨間⼀夫，櫨 浩⼀ 
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議題 
0 前回委員会概要の確認 
1 専⾨家からの意⾒聴取（第 1 回） 
1.1 ⽵内啓先⽣（東京⼤学名誉教授） 
2 検討課題の整理 
2.1 委員会全般について 
2.2 具体的な議論の内容について 
2.3 その他 
3 とりまとめ⽅針 
4 今後の予定 
資料  
(資料 0) 第 1 回委員会議事概要案 
 

第 3 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 4 ⽉ 24 ⽇（⽔）午後 6 時〜9 時 20 分 
会議室： ⻘⼭学院⼤学 8 号館 6 階経営学部 GB 研応接室 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿 広計，⼭本 渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）櫨 浩⼀ 
（招待者）稲葉由之 
議題 
0 前回委員会概要の確認 
1 専⾨家からの意⾒聴取（第 2 回） 
1.1 櫨 浩⼀⽒（ニッセイ基礎研究所） 
1.2 稲葉由之教授（明星⼤学） 
2 検討課題の整理 
2.1 委員会全般について 
2.2 具体的な議論の内容について 
2.3 その他 
3 とりまとめ⽅針 
4 今後の予定 
資料  
(資料 0) 第 2 回委員会議事概要案 
(資料 1) 「利⽤者の視点から⾒た公的統計」（櫨浩⼀） 
(資料 2) 「毎⽉勤労統計の「共通事業所」の賃⾦の実質化をめぐる論点に係る検討会」における
議論内容（稲葉由之） 
(資料 3) 毎⽉勤労統計の「共通事業所」の賃⾦の実質化をめぐる論点に係る検討会，資料の⼀部
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（第 1 回，第 2 回，第 7 回） 
(資料 4) 「毎⽉勤労統計調査等関係資料（2019 年以降）の URL」（⾈岡史雄） 
 

第 4 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 5 ⽉ 8 ⽇（⽔）午後 6 時〜9 時 20 分 
会議室： ⻘⼭学院⼤学 8 号館 6 階経営学部 GB 研セミナールーム 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿広計，⼭本渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）⻄郷浩，⾨間⼀夫，櫨浩⼀ 
（招待者）稲葉由之，桑原廣美，⽜尾義法，樋⽥勉 
議題 
0 前回委員会概要の確認 
1 専⾨家からの意⾒聴取（第 3 回） 
1.1 桑原廣美⽒（元総務省政策統括官室） 
1.2 ⽜尾義法⽒（元総務省政策統括官室） 
1.3 樋⽥勉教授（獨協⼤学） 
2 検討課題の整理 
2.1 委員会全般について 
2.2 具体的な議論の内容について 
2.3 その他 
3 とりまとめ⽅針 
4 今後の予定 
資料  
(資料 0) 第 3 回委員会議事概要案 
(資料 1) 厚⽣労働省「毎⽉勤労統計調査に関する公開情報の所在」 
(資料 2) 桑原廣美「統計不正と統計調査の審査について」および資料 
(資料 3) 照井道郎「統計主事の問題に関するメモ」 
(資料 4) 樋⽥勉「毎⽉勤労統計調査の改善に関する検討会における議論の経緯」 
(資料 5) ⾈岡史雄「もぐり調査のリスト」 
 

第 5 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 5 ⽉ 15 ⽇（⽔）6 時 30 分〜9 時 20 分 
会議室： 統計質保証推進協会会議スペース 東京都千代⽥区神⽥神保町 3-6 Y's ビル 3 階 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿広計，⼭本渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）⽵内啓，⾨間⼀夫，櫨 浩⼀ 



 

4 

（招待者）会⽥雅⼈，鈴⽊督久 
議題 
0  前回委員会概要の確認 
1  専⾨家からの意⾒聴取（第 4 回） 
1.1 ⾨間⼀夫⽒（みずほ総合研究所） 
1.2 鈴⽊督久⽒（⽇経リサーチ） 
1.3 会⽥雅⼈⽒（元総務省統計局⻑） 
2  検討課題の整理 
2.1 委員会全般について 
2.2 具体的な議論の内容について 
2.3 その他 
3  とりまとめ⽅針 
4  今後の予定 
資料  
(資料 0) 第 4 回委員会議事概要案 
(資料 1) ⾨間⼀夫「利⽤者視点から⾒た政府統計の問題点」 
(資料 2) 会⽥雅⼈「提出資料」 
(資料 3) 鈴⽊督久「統計不正問題の分解」 
 

第 6 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 5 ⽉ 20 ⽇（⽉）2 時〜5 時 
会議室： ⻘⼭学院⼤学 8 号館 6 階経営学部 GB 研セミナールーム 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿広計，⼭本渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）⻄郷浩，⾨間⼀夫 
（招待者）稲葉由之 
議題 
1 検討課題の整理 
1.1 委員会全般について 
1.2 具体的な議論の内容について 
1.3 その他 
2 とりまとめ⽅針 
3 資料編 
4 今後の予定 
資料  
(資料 0) 第 5 回委員会議事概要案 
 



 

5 

第 7 回 公的統計に関する臨時委員会 

⽇時： 2019 年 5 ⽉ 20 ⽇（⽉）6 時〜9 時 
会議室： ⻘⼭学院⼤学 8 号館 6 階経営学部 GB 研セミナールーム 
出席：   
（委員）⾈岡史雄，椿広計，⼭本渉，美添泰⼈ 
（オブザーバー）⻄郷浩 
（招待者）稲葉由之 
議題 
1 報告書の構成 
2 今後の予定 
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資料 2 参考資料 URL 
毎⽉勤労統計調査等関係資料（2019 年以降）の URL 

【全体】 
・基幹統計の点検及び今後の対応について（2019 年１⽉ 24 ⽇総務省：第 131 回統計委員会資料

10−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597503.pdf 
・厚⽣労働省からの追加報告（第 131 回統計委員会資料 10−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597504.pdf 
・統計委員会の対応について（2019 年２⽉ 15 ⽇統計委員会）（第１回点検検証部会資料１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601187.pdf 
・部会運営に当たっての基本⽅針（部会⻑案）（第１回点検検証部会資料２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601188.pdf 
・不適正が疑われる事案発⾒時の対応⽅針について（部会⻑案）（第２回点検検証部会資料１−

１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605439.pdf 
・点検検証部会の審議状況について（報告）（第 132 回統計委員会資料３−４） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601137.pdf 

・予備審査（統⼀的審査）に向けた「視点」について（第２回点検検証部会資料２−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605441.pdf 
・当⾯の進め⽅（第２回点検検証部会資料３−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605449.pdf 
・ 点検検証部会ワーキンググループの設置について（案）（第２回点検検証部会資料３−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605450.pdf 
・点検検証部会の審議状況について（報告）（第 133 回統計委員会資料２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605044.pdf 
 

【毎⽉勤労統計調査関係】 
・毎⽉勤労統計及び毎⽉勤労統計調査に係る統計法の施⾏状況について（報告）（2019 年１⽉ 17

⽇総務⼤⾂：第 130 回統計委員会資料１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000594891.pdf 
・毎⽉勤労統計調査において全数調査するとしていたところを⼀部抽出調査で⾏っていたことに

ついて（2019 年１⽉ 17 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担当）：
第 130 回統計委員会資料２−１） 

 http://www.soumu.go.jp/main_content/000594892.pdf 
・毎⽉勤労統計調査において全数調査するとしていたところを⼀部抽出調査で⾏っていたことに

ついて（追加資料）（2019 年１⽉ 17 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政
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策評価担当）：第 130 回統計委員会資料２−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000594893.pdf 
・毎⽉勤労統計調査を巡る不適切な取扱いに係る事実関係とその評価等に関する報告書（2019 年

１⽉ 22 ⽇毎⽉勤労統計調査に関する特別監察委員会） 
 https://www.mhlw.go.jp/content/10108000/000472506.pdf 
・諮問第124号「毎⽉勤労統計調査の変更について」の概要（第131回統計委員会資料４−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597493.pdf 
・諮問第124号「毎⽉勤労統計調査の変更について」（第131回統計委員会資料４−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597494.pdf 
・ 諮問第124号の答申 毎⽉勤労統計調査の変更について（2019年１⽉30⽇統計委員会） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000599153.pdf 
・ 統計委員会における「毎⽉勤労統計」の審議について（2019 年１⽉ 30 ⽇統計委員会委員⻑⻄

村清彦：第 131 回統計委員会資料７−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597497.pdf 
・⽇本統計学会・⽇本経済学会・歴代国⺠経済計算部会⻑からの要望書（第 131 回統計委員会資

料７−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597498.pdf 
・ 毎⽉勤労統計及び毎⽉勤労統計調査に係る統計法の施⾏状況に関する意⾒（2019 年１⽉ 22 ⽇

統計委員会委員⻑⻄村清彦：第 131 回統計委員会資料７−３） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597499.pdf 
・毎⽉勤労統計調査について（厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担

当）：第 131 回統計委員会資料８） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597500.pdf 
・毎⽉勤労統計の再集計値公表を受けた平成29年度国⺠経済計算年次推計（フロー編）再推計結

果について（2019年１⽉25⽇内閣府：第131回統計委員会資料９−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597501.pdf 
・雇⽤者報酬における2015年以前への遡及推計について（2019年１⽉内閣府：第131回統計委員

会資料９−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597502.pdf 
・統計委員会の対応について（案）（2019 年１⽉ 30 ⽇統計委員会委員⻑⻄村清彦：第 131 回統計

委員会資料 10−４） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000597506.pdf 
・⼀般社団法⼈社会調査会理事⻑声明（2019 年２⽉ 15 ⽇⼀般社団法⼈社会調査会：第 133 回統

計委員会資料３−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605052.pdf 
・毎⽉勤労統計 2004 年から 2011 年までの遡及推計における不⾜しているデータに関する整理

（2019 年２⽉ 20 ⽇統計委員会担当室：第 132 回統計委員会資料５−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601139.pdf 
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・毎⽉勤労統計調査について（厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担
当）：第 132 回統計委員会資料５−２） 

 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601140.pdf 
・厚⽣労働省の統計法違反をめぐる経済統計学会からの声明（2019 年２⽉ 21 ⽇経済統計学会：

第 133 回統計委員会資料３−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605048.pdf 
・毎⽉勤労統計調査を巡る不適切な取扱いに係る事実関係とその評価等に関する追加報告書

（2019 年２⽉ 27 ⽇毎⽉勤労統計調査に関する特別監察委員会）                   
https://www.mhlw.go.jp/content/10108000/000483640.pdf#search=%27%E6%AF%8E%E6%
9C%88%E5%8B%A4%E5%8A%B4%E7%B5%B1%E8%A8%88%E8%AA%BF%E6%9F%BB
%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E7%89%B9%E5%88%A5%E7%9B
%A3%E5%AF%9F%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A+%E5%A0%B1%E5%91%8A%
E6%9B%B8%27 

・毎⽉勤労統計調査について（2019 年３⽉６⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政
策、政策評価担当）：第 133 回統計委員会資料３−３） 

 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605053.pdf 
・毎⽉勤労統計についてベンチマーク（ウエイト）※更新時に賃⾦・労働時間指数を遡及改定し

ないことについて（総務省、厚⽣労働省：第133回統計委員会資料３−４） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605054.pdf 
・毎⽉勤労統計調査を巡る不適切な取扱いに係る事実関係とその評価等に関する追加報告書に対

する意⾒書（2019 年３⽉６⽇川崎茂ほか：第 133 回統計委員会資料３−６） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605056.pdf 
・統計委員会委員の意⾒書についての審議結果を受けた厚⽣労働省への情報提供の要望（2019 年

３⽉ 11 ⽇統計委員会担当室：第 134 回統計委員会資料４−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607311.pdf 
・情報提供の要望に関する厚⽣労働省説明資料（2019 年３⽉ 18 ⽇厚⽣労働省：第 134 回統計委

員会資料４−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607312.pdf 
・毎⽉勤労統計調査について（2019 年３⽉ 18 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報

政策、政策評価担当）：第 134 回統計委員会資料４−３） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607313.pdf 
・毎⽉勤労統計 2004 年から 2011 年までの遡及推計における不⾜しているデータに関する整理

（２）（2019 年３⽉ 18 ⽇統計委員会担当室：第 134 回統計委員会資料４−４） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607314.pdf 
・統計委員会における毎⽉勤労統計に係る諮問審議（平成 28 年 11 ⽉〜平成 29 年 1 ⽉）に関連

する主な審議経緯等（2019 年３⽉６⽇統計委員会：第 134 回統計委員会参考１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607315.pdf 
・毎⽉勤労統計調査について（2019 年４⽉ 18 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報
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政策、政策評価担当）：第 135 回統計委員会資料６−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000615313.pdf 
・「統計委員会の意⾒書についての審議結果を受けた厚⽣労働省への情報提供の要望」に対する回

答（2019 年４⽉ 18 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担当）：第
135 回統計委員会資料６−２） 

 http://www.soumu.go.jp/main_content/000615414.pdf 
 

【賃⾦構造基本統計調査関係】 
・賃⾦構造基本統計調査の実施状況等について（2019 年２⽉ 20 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合

政策、統計・情報政策、政策評価担当）：第 132 回統計委員会資料６−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601141.pdf 
・賃⾦構造基本統計調査に関し、⼀⻫点検の際、総務省に報告しなかった件について（第 132 回

統計委員会資料６−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000601142.pdf 
・賃⾦構造基本統計調査の実施状況等について（2019 年１⽉ 30 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合

政策、統計・情報政策、政策評価担当）：第 131 回統計委員会資料 10−３） 
  http://www.soumu.go.jp/main_content/000597505.pdf 
・諮問第127号「賃⾦構造基本統計調査の変更について」の概要（第134回統計委員会資料２−

１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607306.pdf 
・諮問第127号「賃⾦構造基本統計調査の変更について」（第134回統計委員会資料２−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607307.pdf 
・賃⾦構造基本統計調査の今後の在り⽅について（2019 年３⽉ 18 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総

合政策、統計・情報政策、政策評価担当）：第 134 回統計委員会資料２−３） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607308.pdf 
・賃⾦構造基本統計問題に関する緊急報告＜概要＞（2019 年３⽉８⽇総務省⾏政評価局）（第 134

回統計委員会参考２−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607316.pdf 
・賃⾦構造基本統計問題に関する緊急報告＜本⽂＞（2019 年３⽉８⽇総務省⾏政評価局）（第 134

回統計委員会参考２−２） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000607317.pdf 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605368.pdf 
 参考資料篇 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000605286.pdf 
・⼈⼝・社会統計部会の審議状況について（賃⾦構造基本統計調査）（報告）（第135回統計委

員会資料２−１） 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000615312.pdf 
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毎⽉勤労統計変更の検討の経緯 

2015 年 6 ⽉ 3 ⽇ 毎⽉勤労統計の改善に関する検討会（厚労省）発⾜ 
  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-toukei_275673.html 
2015 年 9 ⽉ 16 ⽇「毎⽉勤労統計の改善に関する検討会」厚⽣労働省政策統括官、中間的整理（案） 

・サンプル⼊れ替えにより⽣じた賃⾦・労働時間のギャップに対する補正については、過去
の増減率が変化しない⽅法で実施する。平⾏移動、修正 WDLT ⽅式、増減率時差再計算⽅
式の 3 つを提案、平⾏移動⽅式を推奨 

（遡及した改訂は⾏わない＝三⾓修正は否定） 
・労働者数の推計のための基準数値（ベンチマーク）の更新 

サンプル⼊れ替えと労働者数のベンチマークを同時に更新する場合（2017 年 1 ⽉を想定） 
「賃⾦・労働時間指数について、新旧サンプルの差に伴うギャップの補正（平⾏移動⽅式）
と併せて、新旧ベンチマークの差に伴う労働者構成のギャップ補正（三⾓修正⽅式）を⾏
う（「遡及改訂を⾏う」との認識） 

2016.5.20 横断的課題検討部会（統計委員会） 
・新旧データ接続 WG 設置を決定 

2016.6.30 新旧データ接続 WG 第⼀回 
・「基準改訂・ウエイト更新・計算⽅法の変更」は検討対象から除外 
 労働者のウエイト変更（基準改訂）は議論しない⽅針を決める 
（議事録 抜粋） 
・昨年度の毎⽉勤労統計の未諮問審議では、基準改定による断層の話も出ていたと思う。今

回は、標本交替による新旧の断層をまず検討し、並⾏して⺟集団情報の変更に伴う更新を
検討すると思うが、基準改定は全く検討しないのか。 

→ 基準改定は指数や加⼯統計をイメージしている。毎⽉勤労統計は標本交替による新旧の
断層と⺟集団情報の変更が議論となった。今回は、標本交替に伴う新旧の断層を中⼼に審
議をお願いしたい。 

2016.7.29 新旧データ接続 WG 第⼆回 
・毎⽉勤労統計について、雇⽤指数はベンチマークあり、賃⾦指数はベンチマークなしと整

理 
2016.8.31 新旧データ接続 WG 第三回 

・審議とりまとめ 
2016.9.29 第 72 回基本計画部会・第 3 回横断的課題検討部会（合同部会） 

・新旧データ接続 WG のとりまとめ報告、 
・平成 27 年度統計法施⾏状況に関する審議結果報告書（WG 報告内容） 

① 標本交替による断層への対応 
・標本交替が分析結果に⼤きな影響を与えないよう、断層が過度に拡がる前に標本を交替さ

せる 
・それを前提として新旧計数をそのまま接続する 
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②⺟集団情報の変更に伴う遡及改訂 
・ベンチマークとなるものが存在する場合、それを利⽤して数値を確定する。 
・その際、過去値の遡及改訂により新旧ベンチマークに起因する断層を解消する 

2016 年 11 ⽉ 18 ⽇ 統計委員会 
・厚⽣労働省より申請された「毎⽉勤労統計調査の変更について」が総務⼤⾂から諮問 
・厚⽣労働省資料中に、労働者数のウエイトが変更となるとの明確な説明は⾒当たらない。

（「事業所⺟集団情報を利⽤」がその意味か？） 
・ローテーション・サンプリングの導⼊、新旧指数をそのまま接続することが確認事項とさ

れている。 
2017 年 1 ⽉ 12 ⽇ サービス統計・企業統計部会 

・厚⽣労働省からの諮問に対し、適当と整理 
・労働者数のベンチマークが変更となることの影響については議論された形跡がない 

2017 年 1 ⽉ 27 ⽇ 統計委員会 
・毎⽉勤労統計の変更を承認 

2018.8.28 統計委員会 
・新旧データ接続検討 WG では検討していなかった「ウエイト更新」について、「標本交代に
よる断層」に対する考え⽅を援⽤するのが標準的な対応と評価 

2019.4.22 厚⽣労働省「毎⽉勤労統計の「共通事業所」の賃⾦の実質化をめぐる論点に係る検
討会」 
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-toukei_127023_00002.html 

  



 

12 

厚⽣労働省経由で追加された資料 

▼点検検証部会第 1 ワーキンググループ資料 
・書⾯調査項⽬の概要(総括説明)(厚⽣労働省) 
 (2019 年 4 ⽉ 25 ⽇第 5 回点検検証部会第 1 ワーキンググループ 資料 2-１) 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000617808.pdf 
・書⾯審査の回答(１)毎⽉勤労統計調査 
 (2019 年 4 ⽉ 25 ⽇第 5 回点検検証部会第 1 ワーキンググループ 資料 2-2) 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000617513.pdf 
・書⾯審査の回答(２)賃⾦構造基本統計調査 
 (2019 年 4 ⽉ 25 ⽇第 5 回点検検証部会第 1 ワーキンググループ 資料 2-3) 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000617514.pdf 
▼第 136 回統計委員会資料 
・毎⽉勤労統計調査について 
 (2019 年４⽉ 26 ⽇厚⽣労働省政策統括官（総合政策、統計・情報政策、政策評価担当）第 136 回
統計委員会資料 5-1) 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000617562.pdf 
・毎⽉勤労統計 2004 年から 2011 年までの遡及推計における不⾜しているデータに関する整理（３） 
 (2019 年 4 ⽉ 26 ⽇統計委員会担当室 第 136 回統計委員会資料 5-2) 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000617563.pdf 
・賃⾦構造基本統計調査における集計事項のうち、⼀部が未公表・未集計となっていたことについて 
 (2019 年 4 ⽉ 25 ⽇厚⽣労働省政策統括官付参事官付賃⾦福祉統計室 第 136 回統計委員会資料参
考)) 
 http://www.soumu.go.jp/main_content/000617575.pdf 
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資料 3 統計委員会関連情報の⼀覧 
以下のファイルは統計委員会のサイトに公開されているものを収集したもので，⽇本統計学会に
おいて⻑期保存する予定である． 
 
資料\統計委員会・点検部会資料 のディレクトリ 
平成 29 年４⽉ 20 ⽇⼀⻫点検結果.pdf 
平成 31 年１⽉ 24 ⽇⼀⻫点検結果.pdf 
<DIR> 点検検証部会資料 
<DIR> 統計委員会資料 
<DIR> 部会 WG 資料 
 
点検検証部会資料 のディレクトリ 
<DIR> 第１回 
<DIR> 第２回 
<DIR> 第３回 
<DIR> 第４回 
<DIR> 第５回 
 
点検検証部会資料\第１回 のディレクトリ 
01 資料１ 統計委員会の対応について.pdf 
02 資料２ 部会運営に当たっての基本⽅針（案）.pdf 
03 資料３-1  基幹統計の点検及び今後の対応について.pdf 
03 資料３-2 厚⽣労働省からの追加報告.pdf 
04 資料４ ⼩売物価統計調査に係る統計調査員による不適切事務の発⽣.pdf 
05 資料５ 基幹統計に関する追加調査に向けた「視点」について.pdf 
11 参考 1 統計委員会運営規則.pdf 
12 参考 2 統計委員会令.pdf 
13 参考 3  統計委員会部会設置内規.pdf 
14 参考 4 部会構成員名簿.pdf 
 
点検検証部会資料\第２回 のディレクトリ 
01 資料１−１ 不適正が疑われる事案発⾒時の対応⽅針について（部会⻑案）.pdf 
02 資料１−２ 基幹統計の点検結果の整理について.pdf 
03 資料２−１ 予備審査（統⼀的審査）に向けた「視点」について.pdf 
04 資料２−２ 統計局が実施する統計調査の実施プロセスについて（総務省統計局）. 
05 資料２−３ 基幹統計に係る書⾯調査票（案）.pdf 
06 資料３−１ 当⾯の進め⽅.pdf 
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07 資料３−２ 点検検証部会ワーキンググループの設置について（案）.pdf 
11 参考１ 部会構成員名簿.pdf 
12 参考２ 毎⽉勤労統計調査を巡る不適切な取扱いに係る事実関係とその評価等に関する追加
報告書.pdf 
13 参考３ 第１回点検検証部会議事概要.pdf 
 
点検検証部会資料\第３回 のディレクトリ 
011 資料１−１ 基幹統計に関するワーキンググループでのヒアリング結果（要旨）.pdf 
012 資料１−２ 基幹統計に関するワーキンググループでのヒアリング結果概要.pdf 
013 資料１ー３ 基幹統計に対する書⾯調査への回答状況.pdf 
014 資料１ー４ 篠専⾨委員提出資料.pdf 
021 資料２−１ 影響度による区分.pdf 
022 資料２−２ 今後の進め⽅について（案）.pdf 
031 参考１ 第 2 回点検検証部会議事概要.pdf 
032 参考２ 調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドライン.pdf 
 
点検検証部会資料\第４回 のディレクトリ 
011 資料１−１ 影響度による区分.pdf 
012 資料１−２ 基幹統計の点検結果の整理について.pdf 
021 資料２−１ ⼀般統計調査の点検について.pdf 
022 資料２−２ ⼀⻫点検で報告のあった調査等の影響度評価.pdf 
030 資料３ 第１次再発防⽌策素案（たたき台）.pdf 
040 資料４ 重点審議の対象の候補について.pdf 
110 参考１ 賃⾦改定状況調査の復元推計値の公表等について.pdf 
120 参考２ 「平成 29 年労務費率調査」の統計表の訂正について.pdf 
130 参考３ 統計幹事等の業務経験.pdf 
点検検証部会の審議取りまとめにおける視点（川﨑委員提出資料）.pdf 
 
点検検証部会資料\第５回 のディレクトリ 
010 資料１ 公的統計の総合的品質管理を⽬指して（素案）（案）.pdf 
020 資料２ 重点審議の対象について（案）.pdf 
030 資料３ 今後の進め⽅について（案）.pdf 
 
統計委員会・点検部会資料\統計委員会資料 のディレクトリ 
<DIR> 0117 委員会 
<DIR> 0130 委員会 
<DIR> 0220 委員会 
<DIR> 0306 委員会 
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<DIR> 0318 委員会 
<DIR> 0418 委員会 
<DIR> 0426 委員会 
<DIR> 0524 委員会 
 
統計委員会資料\0117 委員会 のディレクトリ 
第 130 回 統計委員会 議事次第.doc 
資料 2-1 [set]1_190117 統計委員会資料 ver5.pptx 
資料１ 毎⽉勤労統計及び毎⽉勤労統計調査に係る統計法の施⾏状況について（報告）.pdf 
資料２−２_追加資料.pptx 
１⽉ 22 ⽇_統計委員会意⾒.pdf 
 
統計委員会資料\0130 委員会 のディレクトリ 
00 第 131 回 統計委員会 議事次第 .pdf 
04-1 資料 4-1 諮問第 124 号_諮問の概要（毎⽉勤労統計調査）.pdf 
04-2 資料 4-2 諮問第 124 号_諮問⽂（毎⽉勤労統計調査）.pdf 
04-2-1 資料 4-2 の別添 申請書類⼀式（毎⽉勤労統計調査）.pdf 
07-1 資料７−１ 統計委員会における「毎⽉勤労統計」の審議について.pdf 
07-2 資料７−２ ⽇本統計学会・⽇本経済学会・歴代国⺠経済計算部会⻑からの要望書.pdf 
07-3 資料７−３ 毎⽉勤労統計及び毎⽉勤労統計調査に係る統計法の施⾏状況に関する意
⾒.pdf 
08 資料８ 毎⽉勤労統計調査について.pdf 
 
統計委員会資料\0220 委員会 のディレクトリ 
00 第 132 回 統計委員会 議事次第 .pdf 
05-1  資料 5-1 毎⽉勤労 2004 年から 2011 年までの遡及推計における不⾜しているデータに関
する整理.pdf 
05-2 資料 5-2  毎⽉勤労統計調査について.pdf 
06-1 資料 6-1 賃⾦構造基本統計調査の実施状況等について.pdf 
06-2 資料 6-2 賃⾦構造統計調査に関し、⼀⻫点検の際に総務省に報告しなかった件.pdf 
 
統計委員会資料\0306 委員会 のディレクトリ 
00 第 133 回 統計委員会 議事次第 .pdf 
03-1 資料 3-1 経済統計学会からの要望書.pdf 
03-2 資料 3-2 社会調査協会理事⻑声明.pdf 
03-3 資料３−３「毎⽉勤労統計調査について」.pdf 
03-4 資料 3-4（統⼀⾒解）毎⽉勤労統計についてベンチマーク（ウエイト）更新時に賃⾦・労働
時間指数を遡及改定しないことについて.pdf 
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150 03-5 資料 3-5（委員⻑談話） 統計委員会における毎⽉勤労統計に係る諮問審議 H28.11〜
H29.1）に関連する主な審議経緯等.pdf 
毎⽉勤労統計調査特別監察委員会報告書への意⾒書.pdf 
 
統計委員会資料\0318 委員会 のディレクトリ 
0318 資料４−３ 毎⽉勤労統計調査について（P1 から P33）.pdf 
0318 資料４−３ 毎⽉勤労統計調査について（P34 から P67）.pdf 
<DIR> 0318（資料４−３ 以外） 
 
統計委員会資料\0318 委員会\0318（資料４−３ 以外） のディレクトリ 
00 第 134 回 統計委員会 議事次第.pdf 
02-1 資料２−１ 諮問第 127 号「賃⾦構造基本統計調査の変更について」概要.pdf 
02-2 資料２−２ 諮問第 127 号「賃⾦構造基本統計調査の変更について」.pdf 
02-3 資料２−３ 賃⾦構造基本統計調査の今後の在り⽅について.pdf 
04-1 資料４−１ 統計委員会委員の意⾒書についての審議結果を受けた厚⽣労働省への情報提
供の要望.pdf 
04-2 資料４−２ 情報提供の要望に関する厚⽣労働省説明資料.pdf 
04-4 資料４−４ 毎⽉勤労統計 2004 年から 2011 年までの遡及推計における不⾜しているデ
ータに関する整理（２）.pdf 
参考１ 統計委員会における毎⽉勤労統計に係る諮問審議 H28.11〜H29.1）に関連する主な審議
経緯等.pdf 
参考２−１ 賃⾦構造基本統計問題に関する緊急報告（総務省⾏政評価局）概要.pdf 
参考２−２ 賃⾦構造基本統計問題に関する緊急報告（総務省⾏政評価局）本⽂.pdf 
統計委員会資料\0418 委員会 のディレクトリ 
00 第 135 回 統計委員会 議事次第.pdf 
02-1 資料２−１ ⼈⼝・社会統計部会の審議状況について（賃⾦構造基本統計調査 no）.pdf 
018 06-2  資料６−２「統計委員会の意⾒書についての審議結果を受けた厚⽣労働省への情報提
供の要望」.pdf 
 
統計委員会資料\0426 委員会 のディレクトリ 
00 第 136 回 統計委員会 議事次第.pdf 
01-1 資料１−１ 諮問第 127 号の答申案（賃⾦構造基本統計調査の変更）.pdf 
01-2 資料１−２ 第 101 回⼈⼝・社会統計部会議事概要（賃⾦構造基本統計調査）.pdf 
01-3 資料１−３ 第 102 回⼈⼝・社会統計部会 議事結果.pdf 
05-1 資料５ー１ 毎⽉勤労統計調査について.pdf 
05-2 資料５−２ 毎⽉勤労統計 2004 年から 2011 年までの遡及推計における不⾜しているデ
ータに関する整理（３）.pdf 
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統計委員会資料\0524 委員会 のディレクトリ 
00 第 137 回 統計委員会 議事次第 .pdf 
04 資料４ 毎⽉勤労統計調査について.pdf 
 
統計委員会・点検部会資料\部会 WG 資料 のディレクトリ 
<DIR> 第１WG 
<DIR> 第２WG 
 
部会 WG 資料\第１WG のディレクトリ 
<DIR> 第１回 
<DIR> 第２回 
<DIR> 第３回 
<DIR> 第４回 
<DIR> 第５回 
 
部会 WG 資料\第１WG\第１回 のディレクトリ 
参考１基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
参考２基幹統計（加⼯統計）に係る書⾯調査票 .pdf 
参考３⼀般統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
参考４点検検証部会ワーキンググループの設置について.pdf 
参考５今後のワーキンググループの開催⽇程.pdf 
資料１ワーキンググループにおけるヒアリングの進め⽅（ＷＧ座⻑共同メモ）.pdf 
資料２−１ 書⾯調査項⽬に係る概要・背景について.pdf 
資料２−２統計調査における⺠間事業者の活⽤に係るガイドラインについて.pdf 
資料２−３基幹統計調査に関する「⾒える化状況検査」について.pdf 
資料２−４調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドラインについて.pdf 
資料２−５法第 33 条の規定に基づく調査票情報の提供件数（基幹統計調査）（平成 29 年度）.pdf 
資料３−１書⾯調査項⽬の回答（総括説明）（国⼟交通省）.pdf 
資料３−２【港湾調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料３−３【造船造機統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料３−４【鉄道⾞両等⽣産動態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料３−５【船員労働統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料３−６【⾃動⾞輸送統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料３−７【内航船舶輸送統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料３−８【統計職員数、研修の受講状況）基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
 
部会 WG 資料\第１WG\第２回 のディレクトリ 
011 資料１−１書⾯調査項⽬の回答（総括説明）（経済産業省）.pdf 
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012 資料１−２【⼯業統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
013 資料１−３【⽣産動態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
014 資料１−４【商業統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
015 資料１−５【商業動態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
016 資料１−６【特定サービス産業実態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
017 資料１−７【特定業種⽯油等消費統計】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
018 資料１−８【統計職員数、研修の受講状況）基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
参考 1 書⾯調査項⽬に係る概要・背景について.pdf 
参考２ 今後のワーキンググループの開催⽇程.pdf 
 
部会 WG 資料\第１WG\第３回 のディレクトリ 
参考 1 書⾯調査項⽬に係る概要・背景について.pdf 
参考２ 今後のワーキンググループの開催⽇程.pdf 
資料１−１ 書⾯調査項⽬の回答（総括説明）（⽂部科学省）.pdf 
資料１−２ 【学校基本調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 r.pdf 
資料１−３ 【学校教員統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料１−４ 【学校保健統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料１−５ 【社会教育調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料１−６【統計職員数、研修の受講状況】（⽂部科学省）基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−１  書⾯調査項⽬の回答（総括説明）（国⼟交通省）.pdf 
資料２−２【建築着⼯統計調査_建築物着⼯／住宅着⼯】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−３【建築着⼯統計調査_補正】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−４【建設⼯事統計調査_施⼯】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−５【建設⼯事統計調査_受注動態】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−６【建設⼯事統計調査_⼤⼿ 50 社調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−７【法⼈⼟地・建物基本調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−８【統計職員数、研修の受講状況】（国⼟交通省）基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
 
部会 WG 資料\第１WG\第４回 のディレクトリ 
資料１−１書⾯調査項⽬の概要（総括説明）（厚⽣労働省）.pdf 
資料１−２【国⺠⽣活基礎調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票２.pdf 
資料１−３【⼈⼝動態調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料１−４【薬事⼯業⽣産動態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料１−５【統計職員数、研修の受講状況）基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−１書⾯調査項⽬の回答（総括説明）（経済産業省）.pdf 
資料２−２【企業活動基本調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
資料２−３【⽯油製品需給動態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
資料２−４【ガス事業⽣産動態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 



 

19 

資料２−５【統計職員数、研修の受講状況）基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
参考 1  書⾯調査項⽬に係る概要・背景について【※印刷済】.pdf 
参考２ 今後のワーキンググループの開催⽇程【※印刷済】.pdf 
 
部会 WG 資料\第１WG\第５回 のディレクトリ 
011 資料１−１書⾯調査項⽬の概要（総括説明）（厚⽣労働省）.pdf 
012 資料１−２【毎⽉勤労統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
013 資料１−３【賃⾦構造基本統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票（「資料１−３の参考」
付き）.pdf 
014 資料１−４【医療施設調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
015 資料１−５【患者調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
016 資料１−６【統計職員数、研修の受講状況】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
110 参考１ 書⾯調査項⽬に係る概要・背景について.pdf 
120 参考２ ⼈⼝・社会統計部会の審議状況について（第 135 回統計委員会資料 2-1）.pdf 
130 参考３ 賃⾦構造基本統計問題に関する緊急報告書（概要）.pdf 
140 参考４ 「統計委員会の意⾒書についての審議結果を受けた厚⽣労働省への情報提供の要望」
に対する回答.pdf 
151 参考５−１ 毎⽉勤労統計調査を巡る不適切な取扱いに係る事実関係とその評価等に関する
報告書（概要）.pdf 
152 参考５−２ 毎⽉勤労統計調査を巡る不適切な取扱いに係る事実関係とその評価等に関する
追加報告書（概要）.pdf 
 
部会 WG 資料\第２WG のディレクトリ 
<DIR> 第１回 
<DIR> 第２回 
<DIR> 第３回 
<DIR> 第４回 
<DIR> 第５回 
 
部会 WG 資料\第２WG\第１回 のディレクトリ 
011 資料１ワーキンググループにおけるヒアリングの進め⽅（ＷＧ座⻑共同メモ）.pdf 
021 資料２−１書⾯調査項⽬に係る概要・背景について.pdf 
022 資料２−２統計調査における⺠間事業者の活⽤に係るガイドラインについて.pdf 
023 資料２−３基幹統計調査に関する「⾒える化状況検査」について.pdf 
024 資料２−４調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドラインについて.pdf 
031 資料３−１書⾯調査の回答 （総括説明）（総務省）.pdf 
032_資料３−２【全国消費実態調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
033_資料３−３【家計調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
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034_資料３−４【⼩売物価統計調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
035_資料３−５【経済センサス基礎調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
036_資料３−６【経済センサス活動調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票_ (002).pdf 
037_資料３−７【科学技術研究調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
038_資料３−８【個⼈企業経済調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
039_資料３ー９【総務省】統計職員数及び職員の統計研修の受講状況について.pdf 
110 参考１基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
120 参考２基幹統計（加⼯統計）に係る書⾯調査票 .pdf 
130 参考３⼀般統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
140 参考４点検検証部会ワーキンググループの設置について.pdf 
150 参考５今後のワーキンググループの開催⽇程.pdf 
 
部会 WG 資料\第２WG\第２回 のディレクトリ 
011_資料１−１【法⼈企業統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
012_資料１−２【⺠間給与実態統計調査】基幹統計調査に係る書⾯調査票 (1).pdf 
013 資料１−３【財務省】統計職員数及び職員の統計研修の受講状況について.pdf 
021 資料２−１書⾯調査の回答 （総括説明）（総務省）.pdf 
022_資料２−２【国勢調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
023_資料２−３【住宅・⼟地統計調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票.pdf 
024_資料２−４【就業構造基本調査】総務省 基幹統計調査に係る書⾯調査票 .pdf 
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資料 4 統計の不正が起きた理由と罪の深さ〜毎⽉勤労統計の問
題を考える（WebRonza 掲載の⾈岡委員の論⽂、許諾を得て掲載） 
 

統計の不正が起きた理由と罪の深さ～毎⽉勤労統計の問題を考える 
⾈岡史雄 信州⼤学名誉教授    2019 年 02 ⽉ 08 ⽇ WebRonza 

 
国家の存するところに統計あり、だが・・・ 
 昨年 12 ⽉に厚⽣労働省の毎⽉勤労統計の不適切な調査の実施が判明して以降、この問題はマス
メディアで連⽇のように報道されている。統計データを⾒直して推計すると、雇⽤保険や労災保
険などが 564 億円の過少給付で、その対象者は約 2000 万⼈に達し、影響が広範囲に及ぶことが
明らかになったことによる。また、追加給付に必要なプログラム改修などの関連事務費が約 200
億円かかり、そのために予算案を修正し閣議決定をやり直すという異例の事態も起きた。 
 その後も、国の重要な統計である基幹統計の約 4 割で誤りが判明し、賃⾦構造基本統計におい
ても調査の不正が発覚するなど、政府統計に対する信頼は⼤きく揺らいでいる。19 世紀フランス
の統計学者モーリス･ブロックの「国家の存するところに統計あり」に象徴されるように、統計は
国家の基盤を成す情報であり、国の政策の企画⽴案の根拠となるだけでなく、国⺠が国の運営の
実情を知り、政策を評価し、意思決定に利⽤するために不可⽋の社会的インフラである。 
 その統計で起きた不祥事だけに、事は極めて重⼤であろう。そこで今回の事案について、どの
ように受け⽌めるべきか、その背景は何か、どのような影響が出て、それにどのように対応すべ
きか、考えてみたい。 
「不適切」ではなく「不正」 
 1 ⽉ 22 ⽇に公表された特別監察委員会の報告書を⼀読し、私は多少の違和感を持った。報告書
の⽂中の「不適切な……」「⼀部齟齬（そご）が⽣じる」などの表記から伺えるように、「対処の仕
⽅が適切でなかった」、あるいは「ちょっとした不適当な処理であった」という認識が全体を通じ
て流れていたからである。 
 ほどなくして、報告書の原案が厚⽣労働省内部で作成されていたことが明らかになった。むべ
なるかなと妙に納得した。 
 報告書を受け、新聞やテレビなどマスメディアも、当初は「不適切調査」、「不適切な対応」と
いった表現を使⽤していた。だが、その後、隠されていた事実が明らかになるにつれ、朝⽇、毎
⽇、産経、NHK などは「不正」な調査と断じるに⾄っている。 
 今後、統計に関して真摯（しんし）な改⾰を⽬指すなら、その第⼀歩は、起こしてしまった問
題に真正⾯から向き合うことに尽きる。「不適切」というどこか及び腰の姿勢ではなく、「不正」
と認めることがまずは肝要であろう。 
特別監察委員会の奇妙な論理 
 2007 年に改正された統計法は、第 9 条第 1 項で「⾏政機関の⻑は、基幹統計調査を⾏おうとす
るときは、あらかじめ、総務⼤⾂の承認を受けなければならない」と規定し、第 2 項で申請書の
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内容として「報告を求めるための⽅法」を⽰している。 
 また、第 11 条第 1 項で「第 9 条第 1 項の承認を受けた基幹統計調査を変更しようとするとき
は、あらかじめ、総務⼤⾂の承認を受けなければならない」と規定し、第 10 条でこれを満たして
いれば承認しなければならないとされる三つの要件の⼀つに、「統計技術的に合理的かつ妥当なも
のであること」を挙げている。 
 今回の事案の主要な問題は、2004 年 1 ⽉調査以降、東京都にある常⽤雇⽤者 500 ⼈以上の事業
所について、本来は「全数調査」とされていた⽅法を、承認⼿続きを取ることなく、「抽出調査」
に変更したことに端を発している。 
 特別監察委員会の報告書は、2011 年 8 ⽉に統計委員会に諮問され、承認を受けた調査計画と実
際の調査⽅法が異なることについて、調査⽅法の変更の承認⼿続きを取らなかったことを根拠に、
「統計法違反であると考えられる」と記述し、2018 年 1 ⽉の承認についても同様としている。 
 しかしながら、実際には調査⽅法は 2011 年には変更されておらず、変更承認の⼿続きを取るこ
とは必要ない。あまりに奇妙な論理である。 
 前述の統計法第 9 条と第 11 条の規定は、改正前の統計法の規定を引き継いだものであり、その
逐条解説において、申請書の具体的な内容として、それを取り纏めた調査計画（調査要領等）に
ついて承認されることを求めている。さらに、「⽅法とは①⾃計⽅式・他計⽅式、②調査員調査・
郵送調査・他の⽅法③全数調査・標本調査などの具体の調査⽅式に加え、どのような調査組織（都
道府県等）によって⾏うかである」という解説がなされている。 
 報告書によれば、2004 年 1 ⽉以降の調査変更は事務取扱要領に明記されており、当然、調査計
画の変更に該当する。したがって、2004 年時点で統計法違反⾏為があったと考えるのが妥当であ
ろう。 
適切な復元処理があれば問題なかったか 
 報告書は「今般の事案でも、適正な⼿続きを踏んだ上で抽出を⾏い、集計に当たってこれに適
切に復元処理を加え、それをきちんと調査⼿法として明らかにしていれば、何ら問題はなかった
と⾔える」とも記している。他の箇所でも、適正な⼿続きを取らなかったことと、調査⽅法の正
確な開⽰が⾏われなかったことが⼤きな問題であると繰り返し記している。だが、問題は本当に
それだけであろうか。 
 標本の抽出率が 1/1 の調査計画（全数調査）に対し、実際は 1/3 を抽出して調査（標本調査）
している。したがって、標本調査の結果を 3 倍すればなんら問題はなかったという考えは、識者
の意⾒でも述べられている。確かに、毎⽉勤労統計で⾏われてきた単純に集計した計数に⽐べる
と、全体の集計結果の偏りは⼩さくなるであろう。ただし、調査対象を全数から⼀部の標本に切
り替えることの妥当性については、その実証的な根拠が必要である。 
 分かりやすい実例を⽰そう。法⼈企業統計は毎⽉勤労統計と同じく、産業別・規模別に層化し
て、それぞれ異なる抽出率で無作為に抽出して調査している。たとえば資本⾦ 10 億円以上の階層
は、全数を調査対象としている。では、この最上位階層を 1/3 の抽出調査に変更すると、どのよ
うな結果がもたらされるだろうか？ 
 トヨタ⾃動⾞はわが国を代表する⾃動⾞メーカーで、単独決算ベースの 2017 年度の年間の売
上⾼は 12 兆円、経常利益は 2.2 兆円である。⼀⽅、⾃動⾞・同付属品製造業に属する資本⾦ 10
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億円以上の企業 170 社の１社当たりの売上⾼は 2970 億円、経常利益は 312 億円である。調査対
象にトヨタ⾃動⾞が無作為に抽出され、計数が 3 倍されて集計される場合と、トヨタ⾃動⾞が抽
出されない場合とでは、⾃動⾞・同付属品製造業の計数は著しく異なる。このような集計結果の
信ぴょう性が極めて低いことは⾔うまでもない。製造業の全ての企業を集計しても、売上⾼が 406
兆円、経常利益 28 兆円であるので、製造業全体の実態すら分からなくなる。 
 雇⽤や賃⾦の格差はこれほど極端ではないとしても、⼤規模事業所の間ではかなりの乖離（か
いり）があるはずだ。それを⼗分に分析、検討したうえで、毎⽉勤労統計調査の当初の設計にお
いて、⼤規模階層を全数調査としたものと想像される。 
 ⽇本統計学会が 1 ⽉ 28 ⽇に出した「厚⽣労働省毎⽉勤労統計調査における不適切な⽅法によ
る調査に関する声明」でも「標本調査の場合、全数調査と⽐較して・・調査全体の誤差を⽐較検
討するには専⾨的な知識が要求される。誤差評価のためには、⺟集団の分布に関する情報、標本
の⼤きさ、標本抽出と推定⽅法の詳細、回答率および⾮回答事業所の処理など、調査の設計に関
する基本情報が必要であり、最終的にこのような諸条件を勘案して調査⽅法が選択される」と指
摘されている。 
 2004 年以降の調査変更が、研究会などの検討結果に依拠して⾏われたのであれば、その検討の
詳細が開⽰されるべきであるし、担当者の独断で⾏われたのであれば、あまりの専⾨的知識の⽋
如に驚くばかりである。いずれ、追加的な調査を通して、事実が明らかにされることを期待した
い。 
統計の改善に努めた戦後の⽇本 
 今回の不正が起こった背景については、統計⾏政全般に関わることと、厚⽣労働省に特徴的な
ことに分けると、本質が捉えやすいと思われる。 
 まず、統計⾏政全般について⾔うと、政府の中でもとりわけ統計関連の予算と⼈員が減少し続
けていることが、不正の遠因となっているのは確かである。統計資源が厳しく抑えられてきたこ
とは、私が 40 年くらい前から、統計審議会の専⾨委員や委員、各府省庁の研究会委員を務めるな
かで年を追って実感してきたことである。 ただし、この点についてはすでに広く指摘されてい
ることでもあるので、ここでは他の要因を提⽰しよう。 
 これまで⽇本の統計は諸外国に⽐べて⾼い精度を持つと⾔われ、実際にその通りであったと理
解している。これには、戦時中の歪（ひず）んだ統計に対する反省から、政府を挙げて統計の改
善に努めた歴史がある。 
 終戦直後の⾷料の緊急輸⼊をめぐる GHQ のマッカーサー元帥と吉⽥茂外相のやり取りは、戦
時下と直後の⽇本の統計のいい加減さを物語る有名な逸話である。⾸相になった吉⽥は統計再建
のため、⾃らが会⻑、⼤内兵衛を議⻑とする「統計委員会」を⽴ち上げる。委員を、当時の第⼀級
の経済・統計学者である有澤廣⺒、中⼭伊知郎、森⽥優三、⾼橋正雄が務め、事務局⻑は美濃部
亮吉であった。 
 統計委員会のもと、国の復興に統計が不可⽋であるとの認識に⽴ち、政府は精⼒的に統計の整
備を進めた。⾷料需給、景気動向、雇⽤状況、物価・賃⾦⽔準、商品流通などの把握や、住宅整
備、産業振興、⼯場⽴地などの政策⽴案に統計が有⽤であることは、政府において共有されてい
た。「統計整備は国家的な使命である」という時代の空気の中、統計業務を希望する優秀で志のあ
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る⼈材が広く参集した。 
 統計法において、指定統計調査（基幹統計調査の前⾝）の事務のために、中央の統計機構に統
計官、地⽅の統計機構に統計主事を必ず置くことが義務とされ、統計官など特別な有資格者のみ
が指定統計調査事務への従事を許されていた。こうした規定は、統計に関する専⾨性の蓄積を促
すことに通じた。 
統計⼈材の枯渇が進んだ 90 年代                       ⾼度経済成

⻑が始まった 1960 年頃は、統計体系の整備が⼀段落した時期でもある。 
同時に、右肩上がりの急速な経済発展は過去の統計データの有効性を低下させ、政 
策⽴案において、次第に勘と経験が幅を利かせるようになってきた。 
 私も委員として参加した、1996 年度に⾏われた通商産業省の「利活⽤統計の変⾰に関する研究
会」（⽵内啓委員⻑）において、⼯業統計、商業統計など従来の通産統計の政策⽴案への利活⽤の
状況について、政策部局の担当者からヒアリングした結果の報告があった。それによると、1970
年代の半ば以降、これらの統計の⼤きな利⽤はほぼ無い、とのことであった。⾏政施策において、
統計が軽視される潮流を如実に⽰している。 
 さらに、1982 年の⾏政改⾰以降、85 年にかけて、統計法の改正で統計官および統計主事に関す
る規定がたびたび⾒直され、必置義務の規定が最終的には廃⽌された。統計業務に誇りを持った
統計専⾨家の退場を促す法改正であった。 
 国⺠の情報基盤としての統計を維持する仕事は、地味でなかなか評価されない。以前と異なり
有為な⼈材が統計部署に集まらず、⼈事ローテーション制度の導⼊によって専⾨性を有する⼈材
の蓄積が進まないなかで、戦後の統計再建時に⼊省した統計に志のある⼈たちが、1990 年代にな
って定年退職する時期となった。⾏政における専⾨性を有する統計⼈材の枯渇は、統計予算・⼈
員が削減されるすう勢と相まって、統計の質の劣化に作⽤するのは避けられないことであった。 
労働統計の「もぐり調査」も背景に？ 
 次に、厚⽣労働省に特徴的なことについて述べたい。私は旧労働省において過去に散⾒された
不適切な⾏為が、今回の不正⾏為に通底しているのではと感じている。ここでは、私の個⼈的感
想を述べて、今後の問題解明の材料の提⽰としたい。 
 1980 年代以降、⽇本では働き⽅の多様化が進んだ。パート勤務における様々な形態、副業、業
務請負、派遣従事等々である。それらの実態を把握するため、新規に統計調査を実施する際には、
当時は統計報告調整法（現⾏統計法の⼀般統計調査の規定に相当する法）に従って申請書を総務
⼤⾂に提出し、承認を受けることが求められた。 
 統計業務の⼈員が減少するなかで、報告様式やその他の参考書類を添付した詳細な申請書を作
成することは多くの労苦を必要とする。また、喫緊の⾏政課題に速やかに対応するための時間的
余裕も限られている。そうした状況で苦⾁の策ともいえる調査⽅法が、外部への研究委託の⽅式
であった。具体的には、外部の機関に研究を委託し、その研究の⼀環として外部機関が調査を⾏
うやり⽅である。 
 統計報告調整法は政府が⾏う指定統計調査以外のすべての統計調査について承認を得た上で実
施することを求めていることから、このような調査実施機関を外部と装う⽅式での調査は「もぐ
り統計調査」と称され、厳密には脱法⾏為であると⾔える。だが、労働⾏政関係の調査では少な
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からずあるとの指摘は当時から⽿にしていた。このような法に則った承認⼿続きを避ける⽅式の
度重なる採⽤が、省内の法令遵守の意識を低くさせ、今回の不正の遠因として作⽤したのではと
推察する。 
 この点についても、今後の調査において吟味、検討されることを期待したい。 
国⺠と政府に多⼤な損害を与えた統計不正 
 2004 年以降の毎⽉勤労統計の調査結果は、東京都において常⽤雇⽤者 500 ⼈以上の事業所の調
査⽅法を全数調査から抽出調査に変更し、さらに⺟集団の計数に復元すべきところを復元しなか
ったことによって、⼤きな偏りをもつものとなった。また、2009 年〜2017 年において、東京都の
常⽤雇⽤者 30 ⼈以上 500 ⼈未満の階層で、⼀部の産業について他道府県とは異なる抽出率で調
査していたにも拘わらず、これを反映した⺟集団への適切な復元が⾏われないまま集計したこと
も、偏りを⼤きくした。 
 復元の統計的処理⽅法の適否はともかくとして、厚⽣労働省は抽出率の逆数を復元乗率として
標本データを機械的に⺟集団に復元して再集計した「きまって⽀給する給与」の結果を 1 ⽉ 11 ⽇
に公表した。これまでの公表値と再集計値、ならびに両者の乖離率を下図に⽰す。2012 年以降に
限られているのは、それ以前は復元に必要なデータなどが存在していないとのことによる。（これ
も統計法および公⽂書管理法に定める規定に違反している） 

 
 その結果、2012 年〜2017 年の「きまって⽀給する給与」等の公表された⾦額が平均で 0.6％低
かったことが明らかとなった。「きまって⽀給する給与」は雇⽤保険、労災保険、船員保険の給付
や雇⽤調整助成⾦などの算定の基礎となる計数である。そこにこれだけ⼤きな乖離が発⽣してい
たことは、労働⾏政を根底から揺るがせる事件であり、国⺠ならびに政府に多⼤な損失を与える
こととなった。 
 毎⽉勤労統計は「きまって⽀給する給与」のほかに、就業形態（⼀般・パート）別に毎⽉の「現
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⾦給与総額」、「所定外給与」、「実労働時間数」、「所定外労働時間数」、「常⽤雇⽤者数」なども調
査している。いわば、雇⽤と賃⾦の動向に関する情報の根幹を成す統計であり、労働政策の企画
⽴案、実施、評価に⽋かせぬものである。今回の統計の不正がこれらの指標にどれだけの影響を
⽣じさせたかは現段階では判然としないが、早急な結果の公表が求められる。 

GDP や株式市場に影響も 

 毎⽉勤労統計の調査結果の偏りは、労働⾏政に対する影響にとどまらない。その結果は景気関
連の指標として、国内総⽣産（GDP）、景気動向指数、⽉例経済報告に利⽤されるほか、⾦融政策
の判断資料として活⽤されている。 
 また、あまり詳らかになっていないが、2008 年 7 ⽉に総務省「サービス産業動向調査」が開始
されるまでは、GDP の約７割を占めるサービス業で⽉次・四半期のデータが利⽤できない産業に
ついて、GDP の四半期計数は毎⽉勤労統計のデータを使⽤して推計していた。その対象は少なく
ないので、GDP 速報値の公表に反応する株式・為替市場の動向にも多少は悪戯（いたずら）して
いた可能性は否めない。 
代替指標を活⽤した再推計が必要 

2004 年〜2011 年の再集計値を算出するためには、2007 年 1 ⽉調査における対象事業所の⼊替
えに伴って⽣じる断層の修正、07 年の⽇本標準産業分類の改定を受けて、10 年に産業分類の変更
を⾏った際の抽出率の調整、⺟集団を構成する雇⽤保険適⽤事業所に関する新設と消滅の調整が
必要である。だが、今のところ、これらの作業を⾏うための資料は廃棄処分等によっていずれも
⾒当たらないとされており、再推計を⾏えない状況にある。 
 しかしながら、政策の効果を判断するときには過去との⽐較が必要であり、それは保存された
正確な統計を有効に活⽤することによって可能となる。動向を把握する動態統計は時系列で継続
して利⽤することに価値があり、何らかの代替指標などを活⽤して再推計を⾏う努⼒が強く求め
られる。 
 また、2012 年〜2017 年の再推計値についても、復元に際して、あらためて⺟集団の分布に関
する情報の⼿がかりを⼊⼿し、それをもとに、より有効な推定⼿法の適⽤を検討し、誤差の評価
を⾏うことが望まれる。そのためには、毎⽉勤労統計調査の実務に精通している者と標本設計の
理論に詳しい統計専⾨家との共同作業が必須である。 
深刻な政府統計に対する信頼の喪失 
 毎⽉勤労統計の不正の発覚を契機として、総務省がすべての基幹統計を点検した結果、56 の基
幹統計のうち 22 で不備が⾒つかった。その後、厚⽣労働省から賃⾦構造基本統計においても誤り
があったとの報告を含めると、約 4 割の基幹統計で不備があったことになる。 
 しかしながら、賃⾦構造基本統計の不正を除けば、⼤半は単純なミスによるものであり、毎⽉
勤労統計のように、承認を得ず調査⽅法を変更したり、集計⼿順に問題があるものは無かった。
近年、統計は国⺠にとっての公共財であるとの意識が徹底し、利便性を⾼めるために統計データ
に加えて多くの周辺データ（メタデータ）の公表が求められるようになっている。また、公表期
⽇や公表⽅法をインターネットなどによってあらかじめ公表することを義務づけられたり、オー
ダーメード集計によるデータを提供したりで、統計⾏政に従事する担当者の負担は増⼤している。 
 他⽅、国の統計職員は削減の⼀途であり、2009 年の 3916 ⼈から 2018 年には 1940 ⼈へと半減
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している。業務が増加する⼀⽅で⼈員が減少する状況は、業務上の軽微な過失を⽣じさせてもや
むを得ないと、同情の念を抱いてしまう。 
 統計の不備の主な内容は、調査計画に含まれていた集計事項であるクロス集計の⼀部が未公表
▼結果数値の⼀部の誤った公表▼1、2 ⽇の公表の遅れ▼⼿続き上の不都合・・・などである。法
⼈企業統計において、損害保険業についての配当率、配当性向、内部留保率の 3 項⽬がインター
ネット上では公表されていなかったという不備など、⼤半が重箱の隅を突いて関係省庁が発⾒し
たものである。 
 これをとらえて、マスメディアは「政府統計に対する信頼が⼤きく損なわれている」「広がる政
府統計の誤り」など、針⼩棒⼤な⾒出しとともに報じている。国の基盤である統計に必要な⼈員
を充当しないから⼤変な状況に陥っているとのメッセージを、逆説的に伝えていると“裏読み”も
できるが、国⺠の間に政府統計に対する不信を⽣み出し、助⻑する⽅向に作⽤していることは確
かである。世論調査の結果によれば、政府統計が信頼できないとの回答が 8 割前後に達するとの
ことである。由々しい事態と⾔わざるを得ない。 
 今⽇の情報社会において、国⺠が統計を信頼しないようになり、勘と経験によって意思決定す
るような事態になるのは⼤きな不幸である。企業活動で、いわゆるビッグデータを活⽤して他社
より優位な地位を築き上げようとする動きが活発化しているが、その⼟台には共通の情報基盤で
ある公的統計がある。その⼟台が信頼を失い揺らぐことで、雇⽤や投資の意思決定における確か
な根拠が失われるのは望ましくはない。 
統計資源の削減で政府統計への信頼が低下したイギリス 
 統計の改善に向けて参考になるのがイギリスである。イギリスは現在の⽇本の状況をより極端
に進めた状況を、すでに経験しているからである。 

 サッチャー⾸相のもと、⾏政改⾰が進められたイギリスでは、改⾰の⼀環として 1980 年代、
レイナー⽒の調査報告にもとづいて統計改⾰を実⾏した。国際的にも有名なこの「レイナー主義」
は、政府は⾏政⽬的を主として、統計がほんとうに必要かどうか判断したうえで、統計需要に対
応すべきであるとの考えに⽴っていた。 
 これに従って、1980 年代半ばまでの 5 年間に統計予算を 3 分の 1、職員数を 4 分の 1 削減し
た。ところが 80 年代後半になると、政府部⾨や学界から政府統計の信頼性の低下が頻繁に指摘
され、国⺠からも懐疑的に⾒られるようになった。 
 そのため、ピックフォード⽒のもとに設置された専⾨委員会の提⾔に従って、統計改善のため
の組織の⾒直しや予算措置を講じ、以前よりも職員を増加させた。さらに 1996 年には中央統計局
（CSO）と⼈⼝センサス局（OPCS）を統合して国家統計局（ONS）を設⽴し、統計機構の集中
度を⾼めた。同時に、統計専⾨職の採⽤など政府全体の統計専⾨職員を横断的に⼈事管理できる
仕組みを構築し、統計の品質向上を図った。 
分散型の統計組織をとるフランスに学ぶこと 
 ⽇本と同様に分散型の統計組織をとっているフランスで、各省庁の統計部局の管理者に、中央
統計機関である国⽴統計・経済研究所（INSEE）から職員が派遣され、分散型の下で⼈的・物的
な統計資源を共有する⼯夫がなされている事例も、参考になるであろう。 
 2004 年に設置され、私も参加した「経済社会統計整備推進委員会」（通称、第 1 次吉川委員会）
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の使命は「農林⽔産統計などに偏った要員配置等を含めて、既存の統計を抜本的に⾒直す。⼀⽅、
真に必要な分野を重点的に整備し、統計制度を充実させる」であった。翌年の第 2 次吉川委員会
「統計制度改⾰検討委員会」を経て、統計⾏政は、60 年ぶりの統計法の全部改正、および基本計
画を建議できる司令塔の役割を有する統計委員会の設置を成し得たが、各省庁間の統計資源の共
有や再配分は叶（かな）わなかった。省庁ごとに政策⽬的のために統計を作成する、極端な分散
型の⾏政組織の壁が背後にあった。 
 こうしたフランスの仕組みにならい、統計資源の配分や複数省庁にまたがる統計の作成などに
調整権限を持つ司令塔の役割が強化されることも、統計改⾰の第⼀歩であると考える。 
統計調査への国⺠の協⼒を損なう怖れも 
 毎⽉勤労統計をめぐる失態が次々と明らかになり、組織的な隠ぺいの有無さえ取りざたされて
いる。くわえて、賃⾦構造基本統計においても、調査計画から⼤きく逸脱している不正⾏為が露
⾒し、統計調査予算の使途にも疑問がもたれている。他省の統計の誤りもマスメディアによって
⼤きく喧伝（けんでん）された。 
 このような状況が続けば、国⺠は統計に対する信頼を失うとともに、次第にそのような統計が
作成される仕組みそのものに対して疑念を抱くであろう。ただ、ここで留意するべきは、統計が
作成される仕組み⾃体に、実は国⺠⾃⾝が組み込まれているということだ。 
 国⺠には重要な統計である基幹統計の調査に申告する責務が課せられており、統計法は申告に
応じなかった者、または偽りの申告をした者に罰則が適⽤される旨が定められている。だが、終
戦直後の混乱期を除き、罰則の適⽤は無かった。罰則の適⽤が正確な申告の妨げになり、統計調
査への協⼒意識を減退させることが危惧されたからである。 
 これまで国⺠の協⼒意識に⼗分な配慮をして統計調査を維持してきたなか、今回、統計をめぐ
る事件が⼤々的に報じられた。国⺠の統計⾏政への不信感を募らせるもので、統計調査への協⼒
を著しく損ねることが⼼配される。 
 仮に統計関係の職員が⼤幅に増やされ、予算も増額されたとしても、申告者たる国⺠から正確
な情報が提供されなければ、いわゆる「仏作って魂⼊れず」になってしまい、質の⾼い統計は望
むべくもない。国⺠の統計調査への協⼒意識を、今回の事件で減退させないようにすることもま
た、⾒逃せない重要な論点である。 
統計不正による被害者は国⺠ 
 毎⽉勤労統計の不正によって、雇⽤保険や労災保険などの給付が過少となり、直接的な被害者
は約 2000 万⼈に上った。また、追加給付のための多⼤な予算が必要とされ、その費⽤は究極的に
は国⺠が負担する。 
 要は、今回の事件は国⺠に多⼤な損失を与えるもので、国⺠が被害者である。被害が法令違反
によって引き起こされたのであれば、被害に⾒合った処罰が下されなければ、国⺠の納得は得ら
れないであろう。 
 統計法は第 60 条第 2 号で、「基幹統計の作成に従事する者で基幹統計をして真実に反するもの
たらしめる⾏為をした者」への罰則規定が設けている。報告書は、⼀連の不正は「意図的ではな
かった」ことを理由に、罰則規定の適⽤には当たらないとしている。判断は法律家に委ねるとし
て、法律に疎い私個⼈としては、法令違反である状態にあり、それが真実を損ねることを知りな
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がら何の対応もとらなかった⾏為は、「不作為の作為」に該当するのではと⾃分勝⼿に思っている。 
統計の重要性を国⺠に⽰せ 
 ただ、国⺠の統計調査に対する協⼒意識を維持・⾼揚するには、今回の事件に対する即応的な
対処よりも、国⺠に統計の重要性を深く理解してもらうことがより重要かもしれない。 
 たとえば、選挙区の画定、議員定数の決定、消費税の地⽅配分、過疎地域の認定等々の政策の
運営や、少⼦化対策、都市計画、福祉対策の策定、保育所等の整備等々の⾏政施策の企画･⽴案、
あるいは将来⼈⼝の推計、世帯構造の分析等々の将来予測などに、統計が幅広く利⽤されている
ことを、⾏政が⽬に⾒える形で広報するべきであろう。 
 あるいは、⾝近な課題について国⺠が統計を活⽤して解決に近づける事例を数多く提⽰する。
各⼈の意思決定にとって、統計に親しむことがいかに有⽤であるかを幼い頃から浸透させてもい
いだろう。そんなさまざまな活動を幅広く展開することが⼤いに期待される。 
 毎⽉勤労統計の不正は、正しくない統計の作成によって国⺠が不利益を受けることを顕現させ、
統計が国⺠にとって⾝近な存在であることをはからずも意識させた。今通常国会における統計に
係る質疑応答を⾒聞きしても、統計についての知識がいかに不正確で⼗分でないかが分かる。⼩
中学校から統計教育をしっかり⾏うことの必要性を痛感する。 
 ビッグデータの時代と⾔われ、情報がますます⼤きな価値を⽣み出すようになった今こそ、国
⺠が統計に親しみ理解を深める機会が数多く提供されることを期待したい。 
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資料 5 公的統計の品質の確保に向けて（美添泰⼈、⾈岡史雄、
⽇本統計学会春季集会） 

 

 
 

 

ެత౷ܭͷ࣭ͷ֬อʹ͚ͯ

ඒఴହਓɾसԬ࢙༤

੨ֶࢁӃେֶɾ৴भେֶ

2019 3݄ 10
ຊ౷ֶܭձय़ूقձ

Yasuto Yoshizoe/Fumio Funaoka 10 March 2019, Tokyo 1 / 6

ຖ݄ۈ࿑౷ܭௐࠪʹ͓͚Δ—सԬ࢙༤

ҎԼओཁͳͷཁͰ͋Δɽ
ผ్͢Δே৽ฉͷ͍ͯͭʹࡉৄ WebRonzaࢀরɽ

શௐࠪͱඪຊௐࠪ
෮͢ݩΕͳ͍ͱ͍͏͜ͱͰͳ͍ɽ

ಛʹ 2012ʙ2017ͷ࠶ਪܭʹ͍ͭͯɼ͋ΒͨΊͯूஂͷ
ʹؔ͢Δใͷख͕͔ΓΛೖख͠ɼͦΕΛͱʹ༗ޮͳਪఆख๏ͷద༻
Λݕ౼͠ɼࠩޡͷධՁΛ͜͏ߦͱ͕·ΕΔɽͦͷͨΊʹɼຖ݄ۈ࿑
౷ܭௐࠪͷ࣮ʹਫ਼௨͍ͯ͠Δऀͱඪຊઃܭͷཧʹৄ͍͠౷ܭઐՈ
ͱͷڞಉ͕ۀ࡞ඞਢͰ͋Γɼֶձͱͯ͢͠ྗڠΔɽ

͜Ε·Ͱɼ૬ͳؒظʹΘͨͬͯ౷ܭʹؔ͢Δ༧ࢉͱਓһ͕͞ݮΕͯ
͖ͨ͜ͱ͕ɼࠓճͷෆਖ਼ʢෆదͳॲཧʣͷԕҼͰ͋Δɽຊ౷ֶܭձʹ
ઃஔ͞ΕΔ༧ఆͷެత౷ݕܭ౼ҕһձʢԾশʣͰɼͦͷൈຊతͳվֵʹ
͍ͭͯɼઐతͳཱ͔ΒҙݟΛड़Δɽ

ͷॏཁੑ͕ೝࣝ͞ΕΔΑ͏ͳܭҭΛਪਐ͠ɼެత౷ڭܭຽʹର͢Δ౷ࠃ
Δɽ͢ݙߩʹΔ͜ͱ࡞Λڥ

Yasuto Yoshizoe/Fumio Funaoka 10 March 2019, Tokyo 2 / 6
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ެత౷ܭͷඪຊௐࠪʹ͓͚Δ—ඒఴହਓ

શௐࠪͷʹ͓͚Δඇճऩʢແճʣۀࣄॴͷଘࡏͱͦͷॲཧํ๏
ɼҰ࿈ͷٞʹ͓͍ͯ໌Β͔ʹ͞Ε͍ͯͳ͍͕ɼॏཁͳͰ͋Δɽ
શௐࠪͷʹ͓͍ͯूஂਪఆෆཁͱ͢Δྫ͕͋Δ͕ɼۙ࠷ͷΑ͏
ʹճऩ͕ 80%ҎԼʹͳΔΑ͏ͳঢ়گͰɼܽଌͷॲཧ͕ॏཁʹͳΔɽ

͍ͭʹͷۀاௐࠪͰɼैདྷ͔Βແճ๏ਓܭ౷ۀاলͷ๏ਓࡒ
ͯܽଌิͷख๏͕࠾༻͞Ε͍ͯΔɽͨͩ͠ɼܽଌิʹ͞·͟
·ͳख๏͕͋Γɼ࣌ݱͰेʹຬ͢Δख๏ଘ͠ࡏͳ͍ɽ

ճऩͷ্ͱɼͦͷલఏͱͯ͠ۀاݸਓͷ౷ܭʹର͢ΔཧղΛਂΊ
Δඞཁ͕͋Δɽ

ϩʔςʔγϣϯαϯϓϦϯάʹ͍ͭͯɼҰ࿈ͷٞʮઐՈͷݟղʯ
রͷ͜ͱɽࢀྉΛࢿͰ͖ͳ͍͕ଟ͍ɽ͜ͷɼࢍʹ

Yasuto Yoshizoe/Fumio Funaoka 10 March 2019, Tokyo 3 / 6

ͷऀۀॴɾैۀࣄผن

H28 Eۀͷۀࣄॴɾैऀۀ
نऀۀै ॴۀࣄ (A) ऀۀै (B) (B/A)
૯ 454,800 8,864,253 19.5

1ʙ4ਓ 214,020 494,541 2.3
5ʙ9ਓ 93,958 624,436 6.6

10ʙ29ਓ 92,320 1,563,987 16.9
30ʙ49ਓ 22,166 852,859 38.5
50ʙ99ਓ 17,249 1,190,193 69.0
100ʙ299ਓ 10,772 1,741,161 161.6
300ਓҎ্ 3,259 2,397,076 735.5

ฏ 28ࡁܦηϯαεʵ׆ಈௐࠪ

ʹΑͬͯେ͖ͳҧ͍͕͋Γɼඪຊநग़ʹ͋ͨͬͯنಈ׆ॴͷۀࣄɾۀا
Խ͢Δඞཁ͕͋Δɽ͜ͷͰɼੈଳௐࠪͱେ͖͘ҟͳΔɽຖ݄ۈ࿑౷ܭௐࠪ
ʹ͓͍ͯɼେنͳۀࣄॴશௐࠪͱ͢Δ͜ͱ͕దͰ͋Δɽ

نॴʢۀࣄୈҰछʹࡍ࣮ 30ਓҎ্ʣۀ࢈ɾۀࣄॴنผʹແ࡞ҝநग़ͱ
ͯ͠ɼநग़Λ͔͘ࡉௐ͍ͯ͠Δɽ

Yasuto Yoshizoe/Fumio Funaoka 10 March 2019, Tokyo 4 / 6
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Խநग़ͱඪຊͷ

ҰൠʹͷΛ Lɼୈ hͷूஂαΠζΛ Nhɼม Y ͷࢄΛ V(yhi ) = S2
h

ͱ͢Δɽूஂશମͷେ͖͞ N =
∑

Nh Ͱ͋Δɽ

ඪຊͷେ͖͞Λ nͱ֤ͯ͠ʹ nh ΛׂͯΔͱ͖ͷूஂ߹ܭ Y ͷਪఆྔΛ
Ŷ =

∑
h Nhȳh ͱ͢Δͱɼͦͷࢄ V(Ŷ ) =

∑
h N

2
hS

2
h/nh Ͱ༩͑ΒΕΔɽ

খ͘͞ͳΔɽࢄͷௐࠪͰɼผ͠ͳ͍߹ΑΓΔ͔ʹۀاॴۀࣄ

ൺྫ nh ∝ NhɼࢄΛ࠷খʹ͢Δ Neyman nh ∝ NhSh Ͱ͋Δɽͦ
ΕΒͷਪఆྔΛ Ŷprop ͓Αͼ ŶN ͱ͋ΒΘ͢ͱɼࢄ࣍ͷΑ͏ʹͳΔɽ

V(Ŷprop) =
1

n

∑
NhS

2
h ≥ V(ŶN) =

1

n

(∑
NhSh

)2

ྫͱͯ͠ L = 2ɼ 1Λେنɼ 2ΛখنɼS1 = 20, S2 = 1,
N1 = 100, N2 = 10000 ͱ͢Δͱ Neyman ͷඪຊ NhSh ʹൺྫͯ͠
n1 : n2 = 1 : 5 ͱͳΔɽશମͷඪຊαΠζ n͕ 600ΑΓେ͖͚Εɼେن
Ͱநग़ 100%ͱͳΔɽ

Yasuto Yoshizoe/Fumio Funaoka 10 March 2019, Tokyo 5 / 6

ຊ౷ֶܭձͱͯ͠ݙߩͰ͖Δ༰

๏ҧͱ͞ΕͨܭͰ౷ܭ౷װجճɼࠓ 22౷ܭʹؔͯ͠ɼ࿑ಇؔҎ֎
ɼ΄ͱΜͲ͕ܰඍͳ༰Ͱ͋Δɽެత౷ܭʹର͢Δࠃຽͷෆ৴ײΛ
১͢ΔΑ͏ʹɼֶձͱͯٞ͠Λཧ͢Δɽ

ඪຊௐࠪͷઃ͓ܭΑͼܽଌิɼࢦͷิਖ਼ํ๏ͳͲʹ͍ͭͯɼ֤
ͷձһ͕ɼઐతͳཱ͔Β͢ྗڠΔɽ

Λ୲͢ࢣߨҭʹ͍ͭͯɼڭܭ୲৬һʹର͢Δ౷ܭΑͼํͷ౷͓ࠃ
ΔͳͲͷܗͰ͢ྗڠΔɽ

ຊ౷ֶܭձ͕ӡӦ͍ͯ͠Δ౷ݕܭఆͷ͏ͪɼಛʹެత౷ܭΛѻ͏ʮ౷
৫ʹศٓΛਤΔɽܭʯ͕ར༻͘͢͠ͳΔΑ͏ʹɼํ౷࢜ௐࠪܭ

Yasuto Yoshizoe/Fumio Funaoka 10 March 2019, Tokyo 6 / 6
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資料 6「世帯調査または事業所・企業調査における標本の交代に
ついて」（美添泰⼈、⽇本統計学会春季集会） 

 

ੈଳௐࠪ·ͨۀࣄॴɾۀاௐࠪʹ͓͚Δඪຊͷަʹ͍ͭͯ
ඒఴହਓʢ੨ֶࢁӃେֶܦӦֶ෦ʣ

2019 3݄ 10

ཁ ௐࠪΛܧଓతʹ࣮͢ࢪΔ߹ɼ૯লͷੈଳௐࠪͰඪຊͷ෦తͳަ (rotation sampling) ΘΕ͍ͯΔɽߦ͕͘
Ұํɼຊͷۀࣄॴ͓ΑͼۀاௐࠪͰɼಋೖ͍ͯ͠Δྫۙ࠷·Ͱগͳ͔ͬͨɽҎԼ֤અͷཁͰ͋Δɽ

(1) લظͱͷࠩΛٻΊΔ߹ɼඪຊΛަ͢ΔΑΓܧଓ͢Δํ͕ඪຊࠩޡখ͍͞ɽ
(2) ඪຊͷ෦తͳަΛಋೖ͢Δ߹ɼલظͱͷࠩͷਪఆʹؔͯ͠ɼܧଓඪຊͷΈΛར༻͢Δํ๏ͱɼͯ͢ͷඪຊΛར
༻͢Δํ๏͕͋ΓɼੈଳௐࠪͰ྆ऀʹେ͖ͳࠩͳ͍ɽ

(3) ඪຊͷམʹ࣮ݱ (attrition) ͕ൃੜ͢ΔͨΊɼܧଓඪຊͷΈΛར༻͢Δํ๏ʹภΓ͕ൃੜ͍͢͠ɽ
(4) ඪຊௐࠪͰूஂͷ໊ͷਖ਼͕֬͞લఏͱͳΔɽੈଳௐࠪͷ߹ൺֱతਖ਼֬ͳ໊͕݄࣍·ͨ࣍Ͱߋ৽͞Ε͍ͯ
ΔͨΊ rotation sampling ༗ޮͰ͋Δɽଞํɼࢉܾ࣍Λಋೖ͍ͯ͠Δۀاʹؔͯ͠ਖ਼֬ͳ໊උ 1ʹҰ͠
͔Ͱ͖ͳ͍ɽ·ͨɼۀࣄॴʹؔͯ͠ɼࡁܦηϯαεʹΑͬͯ৽ઃۀࣄॴ͕ิ͞ΕΔ 2·ͨ 3ͷؒʹ࣍ୈʹ໊
ใ͕ྼԽ͢ΔɽͦͷͨΊɼ৽ͨͳ໊Λ༻͍ͯநग़͞Εͨඪຊͱަ͢Δظ࣌ʹʮஅʯ͕ൃੜ͢Δɽ͜Εूஂ໊
ͷಛੑͰ͋Γɼ࣌ݱͰɼrotation sampling Λར༻ͯ͠அͷॖখʹؔͯ͠େ͖ͳޮՌظͰ͖ͳ͍ɽ

(5) ଓతʹར༻Ͱܧॴͷ໊ใΛۀࣄ༺దݥอ༺ޏΔͨΊʹɼ๏ਓ൪߸্ͤ͞Δௐࠪͷਖ਼֬ੑΛؔ͢ʹۀاॴۀࣄ
͖ΔΑ͏ͳΈ͕ඞཁͰ͋Δɽ

1 ຊతͳϞσϧج

తॴಘফඅͳͲʹ͍ͭͯɼूஂʹ͓͚Δલظͷ X0 ͱظࠓͷ X1 ͱͷࠩʢͳ͍͠ൺʣΛਪఆ͢Δ

͜ͱͰ͋Δɽ·ͣɼܧଓඪຊͱݻఆඪຊͷΛ؆୯ͳϞσϧʹ͑ߟ͍ͯͮجΔɽൺֱతಉ࣭ͳੈଳΛఆͯ͠ɼ

ͷԾఆΛ͓͘ɽ࣍

(A.1) ඪຊαΠζΛ nͱ͢ΔɽूஂαΠζN ඇৗʹେ͖͘ɼ༗ݶूஂमਖ਼ෆཁͱ͢Δɼ

(A.2) ूஂͷ໊ɼ͍ͭͷ࣌Ͱɼ͓͓ΉͶਖ਼֬Ͱ͋Δɽ

(A.3) ແճͷଘࡏແࢹͰ͖Δఔʹখ͍͞ɽ·ͨܧଓඪຊͱަඪຊͷؒͰҧ͍ͳ͍ɽ

(A.4) ଓඪຊܧ (i൪ʣʹ͓͚Δલظͱظࠓͷ (x0i, x1i) ʹ͍ͭͯɼҎԼΛԾఆ͢Δɽ

E(x0i) = X0, E(x1i) = X1, V(x0i) = V(x1i) = S2, cor(x0i, x1i) = R

ҟͳΔੈଳ (i ̸= j) ʹ͍ͭͯ (x0i, x1i)ͱ (x0j , x1j) ಠཱͰ͋Δɽ

(A.5) ަඪຊͷલظͱظࠓͷ (y0j , y1j)ʹ͍ͭͯɼҎԼΛԾఆ͢Δɽ

E(y0j) = X0, E(y1j) = X1, V(y0j) = V(y1j) = S2

y0j ͱ y1j ҟͳΔੈଳͷ؍ଌͰɼಠཱͰ͋Δɽ

Ҏ্ͷఆͷԼͰɼௐࠪ٬ମͷෛ୲׳ΕʹΑΔهೖਫ਼ͷԼͳ͍͠Ұൠͷੈଳͱͷ͕֨ࠩൃੜ͠ͳ͍ݶ

Γɼܧଓඪຊͷํ͕͕ࠩޡগͳ͍͜ͱ͕ࣔ͞ΕΔɽඪຊΛͯ͢ܧଓ͢Δ߹ͱɼͯ͢ަ͢Δ߹ͷਪఆྔ

ΛɼͦΕͧΕ

∆ =
1

n

n∑

i=1

(x1i − x0i), ∆′ =
1

n

n∑

j=1

(y1j − y0j)

ͱ͢Δɽ͜ΕΒ͍ͣΕෆภɼE(∆) = E(∆′) = X1 −X0 Ͱ͋Γɼࢄ࣍ͷͱ͓ΓͱͳΔɽ

V(∆) =
1

n

[
V(x1i) + V(x0i)− 2cov(x0i, x1i)

]
=

2

n
S2(1−R)

V(∆′) =
1

n

[
V(y1j) + V(y0j)

]
=

2

n
S2

ଟ͘ͷͰ R > 0͕ఆ͞ΕΔ͔Β V(∆) < V(∆′) Ͱ͋ΔɽܧଓඪຊͷαΠζΛ n′ = (1−R)nͱখ͘͞

͢ΕɼV(∆) = V(∆′) ͱͳΔɽ

1
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2 Ұ෦ͷඪຊΛܧଓ͢Δ߹ͷൺֱ

ඪຊ͍ͣΕަ͢Δඞཁ͕͋Δ͜ͱɼ͓Αͼͦͷଞͷཧ༝͔Βɼଟ͘ͷܧଓతͳੈଳௐࠪͰ rotation

sampling ͕ಋೖ͞Ε͍ͯΔɽܧଓඪຊͷൺΛ p ͱͯ͠ɼඪຊ nͷ͏ͪܧଓ͢ΔඪຊͷαΠζΛ n′ = pnɼ৽ن

ʢަʣඪຊͷαΠζΛ n′′ = (1 − p)n = n − n′ ͱ͢Δɽ͜ͷঢ়گͰɼվΊͯܧଓඪຊͷΈΛར༻͢Δਪఆྔ ∆

ͱɼަඪຊΛؚΊͨਪఆྔ∆′ Λ࣍ͷΑ͏ʹఆٛ͢Δɽ

∆ =
1

n′

n′∑

i=1

(x1i − x0i)ɼ ∆′ =
n′

n
∆+

1

n

n′′∑

j=1

(y1j − y0j)

͜ΕΒ͍ͣΕෆภͰɼࢄ࣍ͷΑ͏ʹͳΔɽ

V(∆) =
2S2

n′ (1−R) =
2S2

n

1−R

p
(1)

V(∆′) =

(
n′

n

)2 2S2

n′ (1−R) +
n′′

n2
2S2 =

2S2

n

[
n′

n
(1−R) +

n′′

n

]

=
2S2

n

[
p(1−R) + (1− p)

]
=

2S2

n
(1− pR) (2)

(1)ࣜͱ (2)ࣜͷେখؔ pͱ RͷΈʹґଘ͢Δɽ૯লͷՈܭௐࠪͷ߹ p = 5/6 ࢄଓ͔ͩΒɼܧ͕

ͷൺ V(∆)/V(∆′) = (1−R)/p(1− pR) ද 1ͷͱ͓ΓͰ͋Δɽ

ද 1 p = 5/6 ͱ R ʹର͢Δࢄͷൺ

R 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

V(∆)/V(∆′) 1.20 1.18 1.15 1.12 1.08 1.03 0.96 0.86 0.72 0.48 0.00

චऀͷݧܦͰՈܭௐࠪʹ͓͚Δલ݄ͱ݄ͷফඅࢧग़ͳͲͷ૬ؔ R = 0.2 ͔Β 0.5ఔͰ͋Γɼ࣮ࡍʹ

ར༻͞Ε͍ͯΔਪఆྔ ∆′ ͱɼܧଓඪຊͷΈΛ༻͍ͨ ∆ Ͱࢄ΄ͱΜͲมΘΒͳ͍ɽՈܭௐࠪͷੳྫ [5]

ʹ͋Δɽ·ͨ [4] ʹશࠃফඅ࣮ଶௐࠪͷੳ͕ऩ͞Ε͍ͯΔɽ

3 མඪຊͷಛੑ

ੈଳௐࠪͷ߹ʹɼམɼࢠҭͯɼڞಇ͖ɼෆ͕ࡏଟ͍ए୯ऀੈଳɼੈऀྸߴଳͳͲͰௐ͕ࠪ࣍ྗڠ

ୈʹࠔʹͳΔɼͳͲͷཁҼͰൃੜ͢Δɽ͜ΕΒɼ࠷ॳͷௐࠪ։࣌࢝ʹ͓͍ͯඇྗڠͷݪҼͱͳͷͰ͋

Δ͕ɼඪຊʹภΓΛੜͤ͡͞ΔͨΊɼrotation sampling ༗ޮͳղܾࡦͰ͋Δɽ

Δ༨༟͕ͳ͘ͳ͢ྗڠʹͳΒͳ͍·Ͱௐࠪʹۀ͕ѱԽ͢ΔͱഇۀʹதؒظͷௐࠪͰɼௐࠪۀاॴۀࣄ

Δɽࡒলͷ๏ਓۀا౷قܭใʹ͓͚Δ 1ࣾ͋ͨΓݻఆ࢈ࢿͷมಈΛݟΔͱɼਤ 1-(1)ͷશنͰຖୈ ࢛1

ظ Δɽ1981͔Β͑ݟΈ͕͋Γɼ͍ΘΏΔʮஅʯ͕ࠐམͪʹ(ظ6݄–4) 1990ʹ͔͚ͯஅ໌֬ʹ͑ݟ

ͳ͍͕ɼ͜ͷόϒϧͷظ࣌ྫ֎తͰɼͦͷޙஅ͕͋Δɽ৽໊͍͔͠Β๏ਓ͕நग़͞ΕΔ·Ͱͷ 1ؒʹ

ൺֱతۀͷௐͳ͕ۀاճΛܧଓ͢ΔͨΊʹɼཌ 4݄͔Βͷ৽ن๏ਓۀاͱͷؒͰஅ͕ੜ͡ΔͷͰ͋

Δɽେن๏ਓͷΈΛରʹඳ͍ͨਤ 1-(2)ͰͦͷΑ͏ͳஅ͕খ͍͜͞ͱ͔ΒɼஅͷݪҼͷҰ෦આ໌Ͱ

͖Δɽ๏ਓۀا౷ܭʹؔͯ͠ɼߟࢀจݙ [2] ʹ͓͍ͯसԬ͔ΒҰͭͷղܾ͕ࡦఏࣔ͞Ε͍͕ͯͨɼࡒใʹؔ

໊ͯ͠Ҏ֎ͷݪҼ͋ΔͨΊɼ࠷ऴతͳ݁ಘΒΕ͍ͯͳ͍ɽஅʹؔ͢ΔଞͷݪҼ͓Αͼରࡦʹ͍ͭͯ

ߟࢀจݙ [6ɼ7ɼ8] ड़͕͋Γɼ5અͰ؆୯ʹ৮ΕΔɽهʹ

·ͨຖ݄ۈ࿑౷ܭۀ౷ܭͰஅ͕ൃੜ͢Δ͜ͱɼ͢Ͱʹ [3] Ͱࢦఠ͍ͯ͠Δͱ͓ΓɼपͷݱͰ͋Δɽ

ಉ༷ͳྫʹɼຊۜߦͷશۀاࠃ؍ࡁܦظଌʹ͓͚Δதখۀاͷಈ͖͕͋Δɽରۀاʹؔ͢Δݸผใ

ެ։͞Ε͍ͯͳ͍͕ɼචऀ͕౷ܭௐࠪͷෛ୲ʹؔͯ͠ฉ͖औΓΛۀاͨͬߦͷଟ͘ʮຊۜߦͷௐࠪʹ༏ઌ

తʹճ͍ͯ͠·͢ʯͱྗڠతͰ͋Δɽ͕ͨͬͯ͠ճඇৗʹ͕͍ߴɼܧଓతʹճͰ͖͍ͯΔதখۀاͷ

ఠ͍ͯ͠ΔɽࢦΛௐͰ͋ΓɼΤίϊϛετ͜ͷΑΓۀاతͳۉฏۀ

ඪຊͷམʹରԠ͢ΔͨΊʹɼܧଓͯ͠ճͨ͠ඪຊͷΈΛ༻͍ͯલظͱͷࠩΛධՁ͢Δ͜ͱ͕͋Δ͕ɼҰൠ

ʹɼ͜ͷํ๏ʹภΓ͕͋Γɼ͔͠ɼภΓͷେ͖͞Λ؍٬తʹධՁ͢Δ͜ͱࠔͰ͋Δɽͻͱͭͷྫͱͯ͠ɼ

2
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ਤ 1-(1) શن ਤ 1-(2) େن

ਤ 1: 1ࣾ͋ͨΓݻఆ࢈ࢿʢ๏ਓۀا౷قܭใɼ1971–1990ʣ

ʯͰɼຖ݄ͷൢചֹͳͲΛௐ͍ࠪͯ͠Δ͕ɼඦ՟ళɼεʔύʔʹ͍ͭͯళܭಈଶ౷ۀলͷʮۀ࢈ࡁܦ

ฮௐࡁʢࡏݱͷ໊শʮطଘళʯʣͱͯ͠ௐ݄ࠪͱલಉ݄Ͱͱʹଘۀࣄͨ͠ࡏॴͷΛൺֱ͍ͯ͠Δɽௐ

લલ݄ͱ݄ࠓͷճۀࣄॴͷൢചֹΛͦΕͧΕਪఆͯ͠ൺֱ͢ΔͷͰ͋ΓɼΤίϊϛετͷҰ෦͔Βௐ

ޙͷํ͕৴པͰ͖Δͱ͍͏ओு͕͕͋ͬͨɼ͋Δɽͨͱ͑େ͖ͳඦ՟ళ͕։ͯ͠ۀɼͦͷपғʹ͋Δ

શମͰ૿Ճ͍ͯ͠ۀগ͢Δ͕ɼখചݮॴͷൢചֹۀࣄগͨ͠ͱ͖ʹɼ࿈ଓͯ͠ճͨ͠ݮଘళͷൢചֹ͕ط

ͨͱஅͰ͖Δࠜڌ͋ͬͨɽ͜ͷྫͷΑ͏ʹɼෳͷ݁ՌΛఏ͢ڙΔ͜ͱ͕ଟ༷ͳར༻ͷͨΊʹ·͍͠ɽ

4 ߹ௐࠪͷۀاॴ·ͨۀࣄ

ੈଳௐࠪͱͷܾఆతͳҧ͍ɼ৽ઃۀࣄॴʹؔ͢Δ࠷৽ͷ໊ใ͕ೖखͰ͖ͳ͍͜ͱʹ͋Δɽैདྷ͔Βɼچ௨

ۀ࢈লͷ࣮͢ࢪΔۀ౷ܭௐࠪʹ͓͚Δۀࣄॴɼ3पظʢࡏݱ 5ͷؒʹ 2ɼ3ͱ͍͏มಈʣͰஅ

͕ੜ͡Δ͜ͱ͕ΒΕ͍ͯΔʢ[3]ࢀরʣɽ͜Ε໊ใΛඋ͢Δۀࣄॴ౷ܭௐࠪʢۀࣄʹޙॴۀا౷ܭௐ

ࠪɼࡏݱࡁܦηϯαεʣ͕ 3पظͰ࣮͞ࢪΕ͍ͯͯɼͦͷؒʹ໊ใ͕͘ݹͳΔ͔ΒͰ͋Δɽۀࣄॴશମ

Ͱ 3ؒͷ։ۀɾഇۀ 15%Ͱ͕͋ͬͨɼنɼۀछʹΑͬͯΔ͔ʹେ͖ͳมಈ͕͋Δɽචऀ͕ؔΘͬ

ͨ௨ۀ࢈লͷۀௐࠪͰɼฏ 6͔Βฏ 9ʹ͔͚ͨ 3ؒͰɼਆಸݝͷখചۀͷۀࣄॴ 6ׂ͕

։ۀɾഇ͠ۀɼ໊ใ͕େ͖͘มಈͨ͠ྫ͋Δʢ͜ͷੳ݁ՌҰൠʹެ։͞Ε͍ͯͳ͍ʣɽ

ΔͨΊɼௐ͢ࢭॴճΛఀۀࣄͷѱ͍ۀʹଓతʹௐࠪ͢Δ͏ͪܧॴ͕ௐࠪରͱͯ͠நग़͞Εɼ3ؒۀࣄ

ࠪΛܧଓ͢ΔͷൺֱతۀͷΑ͍ۀࣄॴͱͳΔɽ͜ͷঢ়گ৽໊͍͠ʹͮ͘جநग़͕࣮ߦͰ͖Δ 3ޙ·Ͱ

ଓ͖ɼͦͷ࣌Ͱۀࣄॴ͋ͨΓͷࢧۚ૯ֹͳͲʹஅ͕ൃੜ͢Δɽ

๏ਓͨ͋ۀاΓͷܭʹ͍ͭͯɼಉ༷ͳཧ༝Ͱ 1पظͷஅ͕ൃੜ͢Δɽࡒলͷ๏ਓۀا౷ܭ࢛ظ

ௐࠪͱ࣍ௐ͔ࠪΒͳΔ͕ɼຖɼ৽໊͍͕͠ར༻ՄͱͳΔ 4݄͔Βཌͷ ͕ۀاෆৼͷۀ͚͔ͯʹ3݄

ௐ͔ࠪΒམ͢Δ͕͋Γɼ࢛ظௐࠪͰ 1पظͷஅ͕ੜ͡Δ͜ͱ͕ΒΕ͍ͯΔɽ͕ͨͬͯ͠ੈଳௐ

ࠪͷ߹ʹཱͨ͠ (A-2)ͷఆɼຊͷۀاɾۀࣄॴௐࠪʹؔͯ͠ਖ਼͘͠ͳ͍ɽ

ௐࠪতܭॴ౷ۀࣄ 23͔Βত 56·Ͱ 3͝ͱʹௐࠪ͞Εɼͦͷؒظͷۀ౷ܭʹ͓͚Δʹ

໌֬ͳʮ3पظʯ͕ͨ͑ݟɽ͔͠͠அͷݪҼͷେ෦ྵۀࣄࡉॴͰ͋Γɼग़ՙֹͷਪ্ܭେ͖ͳͱ

ͳΒͳ͍ɽ͜ͷ͜ͱ [3]Ͱࢦఠ͍ͯ͠Δɽত 56Ҏ߱ͷۀ౷ܭͰप͑ݟʹ֬໌͕ظͳ͍͕ɼͦͷཧ༝

ɼ౷ܭ৹ٞձͷʰ౷ߦܭʹؔ͢Δதߏظʱ[1]Λड͚ͯɼত 56͔Β 5͝ͱʹຊௐࠪΛ࣮͠ࢪɼͦ

ͷ 2ޙʢதؒʣʹ؆қௐࠪΛ࣮͢ࢪΔ͜ͱʹͳͬͨͨΊͰ͋Δɽͱ͜ΖͰɼ͜ͷมߋʹؔΘΒͣɼຖ݄ۈ

࿑౷ܭͷඪຊͷަ͠Β͘ͷؒ 3पظͷ··ͱ͞Ε͍ͯͨͨΊɼඞͣ͠࠷৽࣌ͷ໊Ͱͳ͔ͬͨɽ

ͦͷظ࣌ͷஅ͑ݟʹ͘͘ͳ͍ͬͯΔ͕ɼਫ਼͕͘ߴͳͬͨΘ͚Ͱͳ͍ɽ

ௐࠪɼฏܭॴ౷ۀࣄ 8ͷௐ͔ࠪΒۀاͷ࣮ଶѲΛॆ࣮ͤͯ͞ʮۀࣄॴɾۀا౷ܭௐࠪʯͱ໊শΛมߋ

3
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͠ɼ͞ΒʹɼࡏݱͰʮࡁܦηϯαεʯʹൃల͍ͯ͠Δ͕ɼௐࠪͷपظ 5ʢਖ਼֬ʹૅجௐࠪͱ׆ಈௐ͕ࠪ

͋ΔͷͰ 2ͱ 3ʣͰ͋Δ͜ͱʹมΘΓͳ͍ɽ

5 அͷղܾࡦ

Ұ෦ͷऀɼੈଳௐࠪͰߦΘΕ͍ͯΔඪຊͷೖΕସ͑ʢrotation sampling) Λಋೖ͢Εɼஅ͕ղফ͞ΕΔ

ͱओு͢Δ͕ɼਖ਼͍͠ͱ͑ݴͳ͍ɽۀͷѱ͍ۀࣄॴ͕ۀاୀग़͢Δɼ࠷ॳͷநग़ʹ༻͍ͨूஂ໊

ʹ͋Δʮͯ͢ͷʯۀࣄॴͰੜ͍ͯ͡Δɽ͕ͨͬͯ͠ɼಉ໊͔͡Βʮଘଓ͍ͯ͠ΔʯۀࣄॴΛநग़ͯ͠ަ

ͯ͠ɼجຊతͳඪຊʹ͓͚Δܧଓۀࣄॴͱಉ͡Ͱ͋Δɽඪຊͷަʹ͏ࠩޡͷ૿େʹӅΕ໊ͯߋ

৽࣌ͷஅ͕খ͑͘͞ݟΔՄੑ͋Δ͕ɼ͜ͷํ๏ʹΑͬͯɼ৽͍͠ۀࣄॴ໊͕උ͞Εͨ࣌Ͱநग़͞

ΕΔۀࣄॴͱͷஅղফͰ͖ͳ͍ɽ

அͷຊ࣭తͳղܾࡦɼ࣍·݄ͨ࣍Ͱ໊ใΛߋ৽͢Δ͜ͱͰ͋Δɽ๏ਓۀاʹ͍ͭͯ๏ਓ൪

߸ͷར༻͕͑ߟΒΕɼ͞Βʹ๏ਓʹؔ͢Δ੫ใ͕ར༻ՄͰ͋Εɼۀا౷ܭͷஅʮ෦తʹʯղ

ܾͰ͖ΔՄੑ͕͋Δɽ͔͠͠ࡒলͷ๏ਓۀا౷ܭʹؔͯ͠ɼ͜Ε͚ͩͰશͳղܾͰͳ͍ɽஅͷ

͏ҰͭͷݪҼɼଟ͘ͷ๏ਓ͕ 3݄Λܾظࢉͱ͍ͯ͠ΔͨΊ࢛͝ظͱͷԾܾࢉͱظͷܾࢉͰੑ͕֨ҟͳΔ͜

ͱʹ͋Δɽ݁ͱͯ͠ 1पظͰ͔͠ਖ਼֬ͳ໊Λ࡞Ͱ͖ͳ͍ʢ[6, র]ʣɽҎ্͔Βɼ1Ҏͷඪຊͷೖࢀ[8

Εସ͑ʮ๏ਓۀا౷ܭͷஅʹؔͯ͠ʯ༗ޮͳղܾࡦͱͳΒͳ͍ɽ

Ұൠͷۀࣄॴʹ͍ͭͯ๏ਓ൪߸ར༻Ͱ͖ͳ͍͕ɼସతͰ༗ޮͳํ๏ͱͯ͠ɼޏ༻อݥద༻ۀࣄॴͷ໊ใ

ͷར༻͕͑ߟΒΕΔɽ݄࣍Ͱ͜ͷใ͕ར༻ՄͰ͋Εɼৗʹ࠷৽ͷूஂ໊Λඋ͢Δ͜ͱʹͳΓɼrotation

sampling ͷޮՌେ͖͍ͱ༧͞ΕΔɽ࣮ࡍɼΞϝϦΧͷۚ౷ܭͰ͋ΔCurrent Employment Statistics (CES)

ͰࣦۀอݥՃೖۀࣄॴͷ໊͔Β ॴ͕ରͱͯ͠நग़͞Ε͍ͯΔͨΊɼूஂ໊ͷෆඋۀࣄɼ60ສۀا15

ΛݪҼͱ͢Δஅେ͖͘ͳ͍ͱ͑ߟΒΕΔɽͳ͓ɼCESͰඪຊͷམʹରԠ͢Δमਖ਼ํ๏ͱͯ͠ “Weighted

Difference-Link and Taper” ͱ͍͏ख๏͕ఏҊ͞Ε͍ͯΔ͕ɼूஂใ͕ྼԽ͠ͳ͍͜ͱΛఆ͍ͯ͠ΔͨΊɼ

͜ͷํ๏ຊͷ߹ʹޮՌ͕ظͰ͖ͳ͍ɽ
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